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（平成 29年度提言）

要 旨

昨年９月に公表された林野庁の「新たな森林管理システム」、今年 3月に国

会に上程された「森林経営管理法案」に関して検討した結果を要約して述べる

と以下の通りである。

1．今回はきわめて重要案件であるにもかかわらず、①有識者等研究会の欠如、

②林政審議会への諮問・答申の欠如、③林政審議会での審議不足、④パブリッ

クコメントの欠如、⑤自民党林政小委員会や規制改革推進会議の関与、といっ

たきわめて異例の経緯・手続きで事態が進行した。結果的に、秘密主義、拙速

主義、非民主主義的プロセスと言われても仕方のないものに陥ったとした。

2．「新たな森林管理システム」では、50年生以上の人工林がまもなく半数を超

えるとして、短伐期皆伐方式による「主伐・再造林論」を前面に打ち出してき

た。この捉え方の問題性を平成 26年度提言も踏まえつつ厳しく指摘した。

3．「新たな森林管理システム」では、川下中心の産業政策としての「林業の成

長産業化」が前面に打ち出された結果、「山元への利益還元」論や「自伐林業」

論、さらには「森林の多面的機能重視」などがほとんど消えてしまったことを

指摘し、さらに今の枠組みでは「林業の成長産業化」の達成は困難とした。

4．「新たな森林管理システム」では、「森林所有者は森林を経営する意欲がない」

としているが、データの意図的誤読による結果であり、根拠のない決めつけで

あることを明らかにした。

5．「新たな森林管理システム」では、「素材生産業者等」（≒伐採業者）を今回

初めて「林業経営者」として措定した。「林業の担い手」を「素材生産業者等」

とすることについては、科学的根拠が提示されておらず、「素材生産業者等」を

「林業経営者」と措定することは、実態的にも科学的にもきわめて問題が多い

ことを指摘した。

6．「森林経営管理法案」では、「森林所有者」に経営管理実施義務として「適時

に伐採、造林及び保育」を実施すること（実質的に短伐期皆伐方式）を課して

いるが、その法的な根拠、森林施業論的な根拠が明示されていないことを指摘

するとともに、主伐をしないことも立派な経営判断であることを述べた。
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7．「森林経営管理法案」では、市町村が森林所有者から「経営管理権」を集積

する際に、「確知所有者不同意森林に係る特例」を制度化している。この規定は

森林所有者の意向を無視しうるきわめて強権的な性格を持つものであり、実際

に適用された場合には憲法の保障する財産権の侵害になる可能性が高いことを

指摘した。

8．「森林経営管理法案」では、市町村長による森林所有者に対する「災害等防

止措置命令」を新たに制度化している。この制度については、①森林所有者が

行う施業と災害等との関係について、科学的な根拠が明示されていないため、

市町村長が命令を下すという判断の根拠が存在しないこと、②森林所有者に周

辺や下流域の公益的責務を課すことの法的、科学的根拠が存在しないこと、③

森林法条の「保安林制度」との間に決定的な齟齬があること、④市町村長によ

る代執行制度、森林所有者費用負担制度も問題が多いこと、などを指摘した上

で、本制度の強権性については、違憲性の疑いが強いことを指摘した。

9．「森林経営管理法案」では、市町村にきわめて過大な業務を負わせることに

している。市町村にそこまでの業務を課す根拠を問うとともに、体制の不備と

それに対する都道府県による「代替執行」制度に対する危惧を指摘した。

10．「森林環境税（仮称）」については、その使途について林野庁が決めること

によって、林野庁の政策の補完に使用されることに反対するとともに、産業政

策補完ではなく、地域政策（例えば条件不利地域政策）に使用されるべきとし

た。

11．以上に見た民有林に対する新たな林政は、1年後には国有林をも対象として

展開させようという企画が進行している。「民間活力の導入」としての企画だが、

この点については、強い危惧の念を表明するとともに、国有林問題について、

林野庁任せにせずに、「国民有林」として広く社会的に議論すべきとした。

12．「森林経営管理法案」については、自然科学的、社会科学的根拠を欠くとと

もに、国際標準である「持続可能な森林管理（経営）」の理念に反する可能性が

強いことを指摘した。その上で、「森林・林業基本法」及び「森林法」の延長と

して、川下木材産業への木材の大量低価格安定供給を意図した「森林経営管理

法案」については廃案とし、いままでの森林法制体系全体をゼロベースで見直

す作業を開始すべきであると主張した。
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（平成 29年度提言）

「新たな森林管理システム」及び「森林経営管理法案」について

―林政をこのような方向へ大転換させてよいのかー

国民森林会議提言委員会
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はじめに

今年度の提言のテーマについては、「持続可能な森林管理（経営）」と定めて

議論を重ねてきたところであった。これまでの森林法制体系の全面的見直しを

行うに際して、もっとも高次元の指導理念として、「持続可能な森林管理（経

営）」を据えることができるかどうかの検証を行うためであった。

しかしながら、2018年 1月末に至り、新たな森林・林業関係法案が通常国会

に上程されるとの報道があり、情報収集と分析に努めた結果、この法案はきわ

めて問題が多いということが判明した。そこで急遽、提言のテーマを「新たな

森林管理システム」と「森林経営管理法案」に関する批判的検討に切り替えて

作業を行ってきたところである。

今回の法案については、強権性が際立っており、「このような法律は現場で

の実効性はない」という意見が多くあることを承知しながらも、「国がもしこ

の法律の趣旨を本気で実行しようとすれば、どこまでできるのか」ということ

を明らかにすることに主眼を置いて分析した次第である。

情報不足のなかで、作業を急いだために誤った解釈などが混在している可能

性も否定できない。それらは判明した段階で修正していきたいと考えている。

今後も「森林環境税（仮称）」の導入及び「国有林野管理経営法」の改正な

どが目白押しだが、「林業の成長産業化」を掛け声とする流れに対しては、「持

続可能な森林管理（経営）」論に基づいて、しっかりと竿を差していく所存で

ある。

これまでの国民森林会議の提言は、林野行政のあり方について林野庁長官に

宛てたものが多かった。しかし、今回の提言に関しては、国だけでなく地域林

政担当者、林業・林産業関係者、さらには広く国民に対しても訴えていこうと

するものである。

なお、本提言の主要部分は 4月上旬までの段階を踏まえて書かれている。そ

の後、国会審議を踏まえて林野庁は「背景説明資料」の一部を変更した。これ

については、提言本体ではなく、付属文書「『森林経営管理法案』の背景説明

資料の変更について」で取り扱うこととした。また、本提言はたいへん長文で

ある。「要旨」及び付属文書の「『森林経営管理法案』の問題点（Q＆A方式）」

からお読みいただければ幸いである。

Ⅰ 「手続論」「経緯論」からみた問題性

林野庁による今回の「新たな森林管理システム」、「森林経営管理法案」、「森

林環境税」（総務省＋林野庁）等の新たな政策提起は、戦後林政においても

「大転換」と称してもよい内容となっている。
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このような「大転換」を行う場合、事前に庁内で検討した上で、外部有識者

による研究会あるいは委員会を組織し、その検討結果の報告書等を林政審議会

で審議する。その過程でパブリックコメントを実施し、その結果も反映させて

最終的に林政審議会の答申とする。その後、林野庁内でその内容・方向性を

法・政令・省令改正などとして具体化し、法改正等が伴うときには内閣法制局

や各省庁さらには与党の了承を得た上で、最終的には国会での審議を経て制定

されるに至るものと考えられる。

今回のケースは手続き的にみると、きわめて異例と思われる。そのプロセス

を整理すると以下の通りである。

1． プロセスの整理

1） 2016年 12月の与党税制改正大綱に国の森林環境税について、17

年度中に結論を得るとの文言が織り込まれた。

2） 2017年 3月から 5月まで自民党農林部会林政小委員会が 5回開催

され、その報告書として「今後の森林・林業・木材産業の展開方

向について」が示された。ここで今日に至るまでの流れの原点が

示されている。

「今後の森林・林業・木材産業の展開方向について」（抜粋）

（取組の基本方向）

このため、林業の成長産業化と森林の公益的機能発揮に向け、新たなスキ

ームを、税制改正大綱を踏まえた市町村主体の森林整備等の財源とする森

林環境税（仮称）と併せて実現することとし、

①森林所有者に対して適切な森林管理の責務を明確化

② 森林所有者自らが森林管理を実行できない場合に、市町村等の公的主体

が森林管理の委託を受け、更に意欲と能力のある林業経営の主体に森林管

理を委ねるスキームを創設

③ 委ねる先が見つからない場合等については、市町村等の公的主体が森林

管理を行うべき

3） 上記の新たなスキームとしての「新たな森林管理システム」が、9

月の規制改革推進会議、および自民党農林部会林政改革委員会で

林野庁より提示された。ただし、文章としてではなく、ポンチ絵

の段階のものであった。その後も文章化されることはなく、この



4

ポンチ絵がそのまま、後に国会へ上程される「森林経営管理法

案」の「背景説明資料」となった。

4） 10月には林政審議会が開催され、「新たな森林管理システム」（文

章ではなくポンチ絵段階のもの）が提示され、議論された。ただ

し、会議の全体時間は、森林環境税を含めて 1時間半と限定され

ており、事務局からの説明の長さに対して質疑応答にあてられる

時間は決して十分ではなかった。しかも、おそらく事前に委員へ

の資料送付はなく、当日初めて委員は目にしたのではないかと推

察される。その結果、説明内容に対する委員からの的確な質問・

意見等はあまり充実したものではなかった。

5） その後、規制改革推進会議第 2次答申（11月 29日）、農林水産

省・地域の活力創造プラン（12月 8日）などに「新たな森林管理

システム」の考え方が書き込まれることになった。

6） 2018年に入って、1月 11日に林野庁より今回の考え方について都

道府県に対する説明が初めて行われた。

7） 2月 8日の自民党農林部会等で「森林経営管理法案の骨子」の説明

があった。

8） 2月 14日の自民党林政改革委員会で、「森林経営管理法案の概要」

および「Q＆A」が提示された。

9） 2月 19日の自民党農林部会等に「森林経営管理法案」の条文が初

めて提示された。20日の自民党政務調査会、総務会で法案が了承

された。

10） 3 月 6 日に森林経営管理法案と農林漁業信用基金法の一部改正案

が閣議決定され、国会へ上程された。

11） 3 月 29 日に衆議院本会議で審議入り 公明党佐藤英道議員が質問。

12） 4 月 11 日、12 日、17 日に衆議院農林水産委員会で審議、参考人

質疑が行われる。

13） 4 月 19 日の衆議院本会議で可決。

14） 4 月 23 日に法案の「背景説明資料」の変更。

2． 問題点は何か

以上にみてきたプロセスにはいくつかの問題がある。

1） このような案件の場合、林野庁が有識者等による研究会、委員会

等を組織して検討することが通例だが、今回はそれがなされてい

ない。

2） 林政審議会における審議については、「新たな森林管理システム」
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についてのみであり、しかも質・量ともにきわめて不十分であっ

た。法案については、報告さえされていない。

3） 農林水産大臣は、本来、このような重要案件については林政審議

会に諮問して答申を得る必要があったのではないか。また、その

ようなプロセスを経ていれば、HP等を通じて審議内容が関係者だ

けでなく、広く国民にも分かることになったのではないか。

4） 経緯からすると、今回の案件は自民党林政小委員会が発議した形

をとり、また、政府の規制改革推進会議の答申の形をとっている。

このような異例の経緯をとったことにより、結果的に、秘密主義、

拙速主義、反民主主義的プロセスと言われても仕方のないものに

陥った。

5） 今回の案件は、国民に増税を強いることになる「森林環境税」と

密接不可分な関係にあるだけに、秘密主義、拙速主義、非民主主

義的プロセスの問題性はより重大なものとなったのではないか。

6） 結果的に、この案件に関わる各種の資料は林業界においても一部

の関係者のみに知らされており、多くの林業関係者や国民の大多

数は現在に至ってもほとんど何も知らされていない現状は大きな

問題といえる。

7） 今回、「森林経営管理法案」及び「森林環境税」（仮称）を包括す

る「新たな森林管理システム」の考え方については、現在にいた

るも数枚の簡単なポンチ絵段階にとどまっており、文章化されて

いない。そのため、この考え方の背景や狙い、内容などが分かり

にくく、ましてや理念が見えず、突っ込んだ検討をすることがで

きないのはきわめて大きな問題である。

Ⅱ 「新たな森林管理システム」（ポンチ絵）に関する検討

「森林経営管理法案」の検討に入る前に、その前提となる「新たな森林管理

システム」について検討しておく。以下、数枚のポンチ絵に示された内容に基

づき検討を進める。

1．「森林資源の現状」の認識の問題性

「新たな森林管理システム」（ポンチ絵）における「森林資源の現状」は次

のように述べる。

・人工林の約半数が 11齢級以上となる主伐期を迎えようとしている。
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・主伐期を迎えた人工林の直近５年間の平均蓄積増加量は、年間 4,800万㎥。

主伐による原木の供給量は 1,679万㎥（H27）。

・条件のよい人工林においては主伐が行われているが、いまだ成長量の６割強

が利用されていない状況。

問題点 1 「人工林の約半数が主伐期を迎えようとしている」との認識

林野庁は日本の人工林が 50年生前後をもって主伐期に達したとする考えを

数年前から各所で展開している。今回の説明もその点を踏襲している。

しかし、森林管理の理論には、森林生態系に基づく科学的理論が根底になけ

ればならない。森林生態学における「森林(林分)の発達段階」の見方によれば、

森林（林分）の発達段階は、「林分初期（幼齢）段階」（概ね 10 年生くらいま

で）、「若齢段階」（概ね 50 年生ぐらいまで）、「成熟段階」（概ね 150 年生ぐら

いまで）、老齢段階（150 年生以上）と区分される。この区分によれば、50年

生前後というのは、若齢段階の末期であり、決して成熟段階とはいえない。そ

の段階で主伐を行うことは、「短伐期」であり、かつ択伐は考えられないので

「皆伐」ということができる。すなわち、林野庁は「短伐期皆伐方式」を推進

しようとしているわけである。

問題点 2 短伐期皆伐方式の問題点とは何か

これに対して、国民森林会議としては、平成 26年度提言「森林の『若返

り』について」において、この問題を詳細に検討したところである。

この点を少し敷衍して解説する。

森林管理（経営）の大きな理念は持続可能な森林管理である。持続可能な森

林管理とは、森林生態系のサービスを、次世代以降に不利益を及ぼさない範囲

で現世代がそのサービスを享受していける管理である。森林生態系のサービス

とは、森林生態系の多面的機能の中で、生産機能（特に木材）、生物多様性の

保全機能、土壌保全機能、水源涵養機能、保健文化機能など、人間社会にとっ

ての便益を指すものである。

この法案（新たな森林管理システム）の大きな問題点は、森林生態系のサー

ビスのうち、木材生産だけを取り上げ、しかも現時点だけの採算で管理、施業

を評価していることである。これは持続可能な森林管理（経営）の理念に大き

く反することである。持続可能な森林管理は、生産の持続性とその他のサービ

ス（環境と置き換えてもよい）の持続性の調和を求めるものでなければならな

い。短伐期皆伐方式を主体とするシステムはこれに大きく反するものである。

森林は時間とともに構造が変化する。その変化のパターンを森林の発達段階

という。50年生ぐらいまでの若齢段階は構造が単純で、生物多様性が乏しく、
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土壌構造は未熟で、水源涵養機能は低い状態にある。50年生ぐらい以降の成熟

段階では、土壌構造は発達し続け、水源涵養機能が高いとともに、生産の持続

性も高まる。幹の生産量は、成熟段階でもかつて言われていたような低下はせ

ず、かなり高い成長を維持し続けることが、近年の研究により明らかになって

いる。このことからすると短伐期皆伐施業が主体であることは問題が大きく、

長伐期多間伐施業が主体であることが望ましい。

森林生態系は時間がたつほど構造が豊かになっていく。構造の豊かな森林ほ

ど生物多様性は高い。生物多様性が高いと植物と動物の遺体（落葉・落枝、死

骸、糞など）の質量は高い。これらの質量が高いと土壌生物は豊かになる。土

壌生物が豊かになり、活動が活発になると土壌孔隙など、土壌構造は発達し、

保水、透水機能は高まる。また生物遺体の質量が高いほど土壌養分は豊かにな

る。したがって生産機能や水源涵養機能の高さは土壌の状態に強く関係し、土

壌の状態は生物多様性に強く関係する。短伐期皆伐施業の繰り返しは、生物多

様性の保全に反し、土壌の保全に反する。長伐期多間伐施業とその延長上に選

択肢としてある択伐林施業（複相林施業）や混交林施業は森林生態系の構造を

豊かにし、生物多様性の保全、土壌の保全に沿うものであり、持続可能な森林

管理の理念に沿うものである。短伐期皆伐施業は、林業経営の上で特にその推

進理由のあるものに絞られるべきである。

長伐期多間伐施業は、生産力の持続性という点からだけでなく、低コスト林

業の視点からも意味のあることである。日本は高温多湿であり、どのように頑

張っても、他の温帯林、北方林諸国に比べて皆伐後の初期保育コストは高くつ

く。また近年、更新木の獣害が深刻化してきており、そのことからも短伐期の

繰り返しは利口な選択とは言えない。そして長伐期多間伐施業の方が、主間伐

合計は大きいということも大事な事実である。

以上のことから、日本で短伐期皆伐施業を主体にすることはまずい選択とい

わざるを得ない。

さらに、短伐期皆伐方式は、持続可能な森林管理に関する国際的な共通認識

であるモントリオールプロセスに照らして検証すると、第 1に、「健全な森林

生態系の持続性」の確保の面で大きな問題があり、第 2に、将来世代へ責任を

持って豊かな森林資源を引き渡す面でも大きな問題がある。また、皆伐後の更

新についても、コスト面、技術面、獣害面、人材面などからも大きな問題があ

る。

2．「新たな森林管理システム」の目的について

この点について、ポンチ絵は、「林業の成長産業化と森林資源の適切な管理

の両立を図る」こととしている。
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現行の「森林・林業基本法」は、かつての「林業基本法」における「林業に

おける予定調和論」を実質的に継承しているため、「林業を振興することによ

って、森林の持つ多面的機能の持続的発揮を図る」という基本構図を持ってい

る。そこで、「林業の持続的かつ健全な発展」（森林・林業基本法）を図ること

になるわけだが、近年「林業の成長産業化」というフレーズがよく使用され、

今回の「新たな森林管理システム」においてもこの点の実現が目的とされてい

るのである。

「林業の成長産業化」のベースには、①日本の森林資源は成熟してきた、②

成長量に対して伐採量が過小である、③人工林齢級構成が不均等である、との

認識がある。それでは、どのようにして「林業の成長産業化」を実現させよう

としているのか。

「新たな森林管理システム」のポンチ絵のひとつである「林業の成長産業化

に向けた川上と川下との連携の推進」をみてみよう。

1）意欲を失った森林所有者と、意欲と能力のある規模拡大をしたい林業経

営者（素材生産業者等）を市町村がマッチングさせ、林業経営を素材生産業者

等に任せる。素材生産業者等が引き受けないところは、市町村が国の森林環境

税を使って管理する。その場合、「新たな森林管理システム」導入地域に路網

整備や機械装備の補助を集中し、さらに主伐・再造林の一貫作業を促進する。

2）素材生産業者等と製材業者との関係については、①協定を結んで、直接

取引の推進を図る、②製材業者に素材生産業者等への支援を行わせることや自

ら素材生産を実施するよう支援する、といった対策をとる。

3）製材業者と木材需要者との関係については、①直接取引の促進、②JAS無

垢材の製造・利用の支援、といった対策を推進する。

このポンチ絵によれば、「林業の成長産業化」に向けて、川上から川下に向

けて多段階の主体とその相互間の関係の現状と改善方向を整理しており、方法

論としては林業経済学における林業構造論的把握になっている。しかし、その

内容はきわめて問題の多いものである。ここでは 3つに論点を絞って議論する。

問題点 1 「林業の成長産業化」における「山元への利益還元」について

この論点については、2015年 10月の林政審議会において、林野庁沖修司次

長（現長官）が、以下のように発言している。

「林業の成長産業化の話をするときに新たな需要の拡大と安定供給と二本柱で話をして

いますけれども、最終的にはやっぱり森林所有者さんに伐っていただくことが必要です。

伐らないことには、林業の成長産業化はできないと思います。そのときには山元の立木価
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格を確保していくということは非常に重要なことです。どの価格が適正かというのはなか

なか難しいと思いますが、我々が競合している製品で見たときには、やっぱり外材との競

合というのがあって、（中略）やっぱり製材工場から川上のところでどうやって勝負する

かということが最大の課題になってくるのかなと思っています。そのときに木材の価格の

構成比を見ると、森林所有者のところが一番抑えられています。一応製材工場等の費用、

それから、流通等の費用をみると、そこはほぼ平行に推移して、森林所有者のところが一

番落ちています。

この議事録における沖発言はきわめて重要なものである。現在の林業構造に

おいては、森林所有者がもっともしわ寄せを受けていることを明確に認めてい

るのである。さらに、沖次長は、森林経営がまったく成り立たない立木価格水

準に落とし込まれた結果、いくら悪戦苦闘してもどうしようもなく、森林所有

者が意欲を失ってしまっていることをしっかりと問題だとして把握しているの

である。

また、2017年 5月の自民党林政小委員会報告「今後の森林・林業・木材産業

の展開方向について」では、その目的を「山元への利益還元と公益的機能発揮

に向けた森林・林業・木材産業の活性化を図っていくため」としているのであ

る。また、「林業者（林家、事業体従事者）の所得向上」「川上から川下までの

総合的な支援により、山元への収益性向上の対策を強化する」「川上の手取り

が確保し得る原木価格の実現に向けた木材需要の拡大を図る」といった文言が

各所にちりばめられている。

すなわち、昨年 5月段階まで生きていた「山元への利益還元」という観点が

「新たな森林管理システム」には一言も登場せず、完全に脱落してしまったの

である。「新たな森林管理システム」の考え方を具体化した「森林経営管理法

案」では、後に検討するように「経営管理権」を集積された森林所有者は、立

木を手放すもののその手取りはほとんどないことが想定されているので、「山

元への利益還元」はやりたくてもやれないので落とさざるを得なかったのであ

ろう。森林所有者へのしわ寄せはきわめて強化されるのが、「林業の成長産業

化」ということになる。

問題点 2 「林業の成長産業化」はこのような枠組みで可能か

今回の仕組みは、既にみたように林業構造論的には枠組みは整っているのだ

が、それで果たして「林業の成長産業化」は可能かというと、それはきわめて

困難かあるいはむしろ不可能というべきだろう。

その理由は、今回の枠組みがあくまで既存の林業構造内部における諸関係の

整序化・合理化しか手法を持っていないからである。しかもその多くは、これ
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まで長年にわたって既に施策として具体的に取り組まれてきたことの「改良・

改善レベル」のものに過ぎない。要するに新たな木材価格政策や地域政策（条

件不利地域政策など）が準備されておらず、これまでの政策の極端な形での延

長でしかないのである。

そのようななかで、森林所有者と素材生産業者等の間に市町村を介在させて、

森林所有者に一方的に責務を負わせて経営管理権を手放させるということがも

っとも重要な点である。結局、「林業の成長産業化」のために、森林所有者へ

のしわ寄せをさらに徹底的に強め、そこに成長産業化の資源基盤を見いだそう

というのが、「新たな森林管理システム」の本質である。

そうならば、素材生産業者等はこのシステムで儲かるのだろうか。決してそ

うではない。素材生産業者等には、主伐後 15年以上の再造林、保育等の管理

義務が負わされるので、おそらく大きく儲けるということはよほどモラルハザ

ードした確信犯でなければ困難だろう。このシステムでもっともメリットがあ

るのは、川下の大型木材産業群および木質バイオマス発電業者である。現在の

価格水準もきわめて低い段階にあるが、今後、この法律が施行されると主伐材

が急増する可能性があり、大量の木材が市場に溢れて価格はさらに下落するこ

とが見込まれる。「林業の成長産業化」とは結局、川下の大型林産企業が成長

するということである。その結果、川上の森林管理の担い手の質と量はともに

低下し、森林は劣化して森林生態系のサービスは大きく低下し、多くの国民は

不利益を被る。「新たな森林管理システム」は一体だれのためのなんのための

仕組みなのか。徹底して問われるべきであろう。

問題点 3 その他の抜け落ちたもの

自民党林政小委員会の報告にありながら、「新たな森林管理システム」段階

でさらに抜け落ちたことが 2つある。

まず第 1は、目的のところで、「山元への利益還元と公益的機能発揮に向け

た森林・林業・木材産業の活性化を図っていくため」としていることはすでに

紹介したところだが、これが「新たな森林管理システム」の目的としては、

「林業の成長産業化と森林資源の適切な管理の両立を図る」としているのであ

る。林政小委員会では、「公益的機能発揮」が前面に出ているのに対して、「新

たな森林管理システム」では、「森林資源の適切な管理」になってしまってい

る。すなわち、「公益的機能発揮」論は後景に退いてしまい、産業論としての

林業が前面に打ち出されてきている。

第 2は、自伐林家についてである。林政小委員会報告では、「新規参入や自

伐林家を含めた多様な担い手とともに、森林組合や民間事業体など意欲と能力

のある林業経営の主体の育成・確保を推進する」との表現や、「地域のこのよ
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うな経営を相補的に支える自伐林業への支援を推進する」といった表現にある

ように、自伐林家に対する位置づけがきちんとしているのに対して、「新たな

森林管理システム」においては、この用語はまったく登場しないし、「意欲と

能力のある林業経営者」論を組み立てる限り、自伐林家は基本的に排除される

ことになっている。

3．森林所有者は経営意欲がないという根拠データについて

「新たな森林管理システム」のポンチ絵は、以下のように述べている。

・我が国の森林の所有形態は零細であり、８割の森林所有者は森林の経営意欲

が低い。

・意欲の低い森林所有者のうち７割の森林所有者は主伐の意向すらない。

問題点 統計データの意図的な誤読

林野庁が上のように述べる根拠としてあげているのは、農林水産省大臣官房

統計調査部が 2015年 10月に公表した「平成 27年度農林水産情報交流ネットワ

ーク事業全国調査 森林資源の循環利用に関する意識・意向調査」である。こ

の調査は、「林業者モニター 123人」を対象として実施されたものである。

その結果をみてみよう。「林業経営意欲」を直接設問している項目は見当た

らないが、「林業経営規模の意向」という項目がある。この項目の解説によれ

ば、「今後の森林の保有面積、雇用人数、機械台数等の経営規模（受託を含

む。）について、「現状を維持したい」と回答した割合が 71.5％と最も高く、次

いで「経営規模を拡大したい」（14.6％）、「経営規模を縮小したい」（7.3％）の

順であった。」と述べている。この他に、「林業経営をやめたい」が 6.5％あっ

た。このデータから、「8割の森林所有者は経営意欲が低い」という結論を導い

たようである。これは明らかに無理な解釈である。「現状を維持したい」とい

う 72％を「経営意欲が低い」とみることはあまりに恣意的な解釈である。意図

的にデータを誤読したとしか思えない。

今回の調査対象となった 123人のモニターの方々は、このような解釈とは正

反対に、今の林業を取り巻く厳しい状況にあってもかなり積極的に林業に取り

組んでいるように思われる。

まず「森林の手入れ状況」については、「ほとんど手入れしていない」は、

わずか 5％であり、「十分」（14％）と「必要最小限」（48％）を合わせると 6割

を超える。また、「現在の林業経営の状況」では、「毎年の木材販売収入はなく、

保育作業も実施していない」は 12.2％、「毎年の木材販売収入はないが、必要

な間伐などの保育作業を実施している」は 44.7％、「毎年木材販売収入がある
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が、主な収入は木材販売収入以外である」は 31.7％、「毎年木材販売収入があ

り、主な収入は木材販売収入である」は 11.4％であった。

ところで、「今後５年間の主伐に関する意向」については、「今後も経営を継

続する意向がある者（今後の経営規模を拡大したい、現状を維持したい、縮小

したいと回答した者）に、今後５年間の主伐の実施予定について尋ねたところ、

「伐期に達した山林はあるが、主伐を実施する予定はない」と回答した割合が

60.0％と最も高く、次いで「伐採業者（素材生産業者）や森林組合等に委託す

るなどして主伐をするつもりである」（20.9％）、「自ら主伐をするつもりであ

る」（12.2％）の順であった。」と解説は述べている。確かに主伐する意向のな

いものが、多数派であることは事実である。そこで、主伐を実施しない理由

（複数回答）を尋ねたところ、「主伐を行わず、間伐を繰り返す予定であるた

め」は 58％、「主伐の収入により主伐を行う費用は賄えるが、再造林する費用

には満たないため」は 48％、「主伐の収入により主伐を行う費用を賄えないた

め」が 30％、といった理由が上位を占めている。長伐期多間伐型施業を採用し

ていること、主伐しても再造林費用を負担できないこと等を含め、これらの理

由はそれぞれに納得できるところである。

林野庁は、森林所有者は「主伐の意向すらない」と表現することにより意欲

がないことをさらに強調している。すなわち、主伐の意向を持つことが、意欲

のあることの大きな指標として扱っているのである。しかし、①森林経営にお

いて長伐期多間伐は立派な方針であり、②再造林が必要経費だけでなく、シカ

などの獣害を含めて困難であるときに主伐を敬遠することは決して非難される

べきではない。

以上の検討結果によると、林野庁は、統計結果を意図を持って誤読すること

により、森林所有者の経営意欲が低いと決めつけ、さらに「主伐」を現在当然

なされるべき作業と勝手に位置づけ、その意向を持たない所有者を意欲がない

と決めつけているのである。

この調査結果からだけでは、林野庁が導き出した結論は誤りというしかない。

もっと他のデータを探すべきであり、もしそのようなデータがない場合は、今

回の「新たな森林管理システム」の大きな前提条件が崩れるということになる。

4．「林業経営者」について

今回の「新たな森林管理システム」の大きな特徴として、「森林所有者自ら

が森林管理を実行できない場合に、市町村が森林管理の委託を受け意欲と能力

のある林業経営者に繋ぐスキームを設ける」ことを挙げることができる。さら

に「林業経営者（素材生産業者等）」との記述があることから、「林業経営者」
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とは「素材生産業者等」であると規定したことが分かる。この規定は、これま

での国の政策対象であった「林業経営者」と同じなのか、あるいは異なるのか。

以下、この点を検討する。

国は、2001年に「林業基本法」を「森林・林業基本法」に改正した。同法第

19条「望ましい林業構造の確立」において、「効率的かつ安定的な林業経営を

育成し、これらの林業経営が林業生産の相当部分を担う林業構造を確立する」

ことを国の責務とし、その具体的な内容については、同法に基づいて策定され

る 5年ごとの「森林・林業基本計画」において示されてきた。それらの変遷を

追うと以下の通りである。

1）2001年

「効率的かつ安定的な林業経営」を担うものを、「林業経営体」と「林業事

業体」とに分けて検討し、以下のような区分を提起した。

林業経営体・・・効率的かつ安定的な林業経営を担う林家については、相当規

模の森林を有し、又は一部施業や経営を受託することにより、継続的な林業生

産活動を行い、主たる従事者の生涯所得が基本的には地域における他産業従事

者と遜色のない水準を確保できる林業経営とする。（林家が法人化した会社に

あっても同様）

例：自営林家（家族労働主体型）、自営林家（施業受託補完型）、

林家（請負労働主体型）

林業事業体・・・効率的かつ安定的な林業経営を担う林業事業体については、

施業や経営を受託すること等により相当規模の事業を確保し、生産性の高い林

業生産活動を行い、これに必要な適切な経費を支出した上で、利益を確保でき

る林業経営とする。

例：造林・素材生産総合型、素材生産主体型、造林事業主体型

2）2006年

区分や定義はほとんど変わっていないが、林業経営体については、例示の順

序が若干変化するとともに、「林業会社」が登場した。

例：林業会社（雇用型）、林家（請負労働主体型）

自営林家（家族労働主体型）、自営林家（施業受託補完型）

3）2011年

この年の計画では、「森林・林業再生プラン」を受けて林業経営の捉え方が

大きく変化した。すなわち、これまでの「林業経営体」と「林業事業体」の区
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分を、「持続的な林業経営の主体」と「効率的な施業実行の主体」に区分を変

えたのである。

ここで、「持続的な林業経営の主体」とは、「森林経営計画を作成する」とい

う基準で新たに区分し、作成主体は、森林所有者だけでなく森林組合や民間事

業体も「林業経営の主体」となったのであった。

「効率的な施業実行の主体」とは、効率的かつ低コストの施業を実施し得る

ことを条件として、①労働力・林業機械を有する森林所有者、②林業事業体

（森林組合、民間事業体）、などが措定されることになった。

4）2016年

「効率的かつ安定的な林業経営」の区分や内容は前期計画を踏襲しているが、

新たに「自己所有森林を中心に、専ら自家労働等により施業を実行する森林所

有者等については効率的かつ安定的な林業経営主体と地域林業を相補的に支え

る主体」として自伐林家を入れたところに大きな特徴がある。

5）小括

「森林・林業基本法」制定後の約 20年近くにわたる「効率的かつ安定的な

林業経営」を巡る変遷をみてきた。この議論は、「林業の担い手はだれか」「林

業の担い手としてだれを措定するのか」ということであり、林業政策の根幹を

なす重要な論点である。

これまでの経緯からすると、①林業経営体と林業事業体に区分することは、

基本的に継続している、②林業経営体においては、「森林経営計画」作成とい

う新たな基準が加わり、「森林施業の集約化」の政策的重要性が増している、

といったことがみてとれる。

ただし、これまで林業事業体に区分されてきた「素材生産業者等」が「林業

経営体」に区分されることは、「森林経営計画を樹立する」業者だけであり、

それはきわめてマイナーな存在であった。今回の法案では、その素材生産業者

等が「林業経営者」として措定されたのであるから、きわめて重要な変更とい

えるのである。

6）補足：農林業センサスでの「林業経営体」の定義

・保有山林面積が３ha以上かつ過去５年間に林業作業を行うか森林経営計画を

作成している者

・委託を受けて育林を行っている者

・委託や立木の購入により過去１年間に 200m3以上の素材生産を行っている者
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以上、国における「林業経営体」「林業事業体」等の区分方法を追ってきた

が、ここから、「林業経営者」は「素材生産業者等」である、との規定には大

きな飛躍があるといってよい。

問題点 1 「林業経営者」を「素材生産業者等」（伐採業者）と規定してよいの

か

この点は、戦後の林業経済学会において、大きな議論となった。林業生産に

おいては、性格の全く異なる「育林生産過程」と「素材生産過程」が共存して

おり、それぞれの過程は、技術的・経営的・労働対象的に異なるため、その担

い手も「育林生産過程」は基本的に森林所有者が担い、「素材生産過程」は素

材生産業者（伐採業者）が担うものとされた。「育林生産過程」は、その長期

性によって資本主義になじまないとされ、そのことが補助金投入の根拠とされ

た。他方で、「素材生産過程」は資本主義になじみやすいため、素材生産業者

等が今後の林業の担い手だとの議論も登場した。しかし、林業が好況な時代に

あっては、森林所有の零細分散性に規定されて、素材生産業者等は規模の優位

性を実現できないため、事業規模拡大等を伴う自立的な活動展開の展望を見い

だすことが困難な時代が続いた。さらに、森林組合の成長に伴って、作業班に

包摂されたり、森林組合の下請け化などの現象も広くみられた。

素材生産業者等は、近年では政策的にもある程度支援が得られるようになっ

たものの、地域において「森林経営計画」の策定への取組は総じて弱く、林業

事業体として認識されることはあっても、林業経営者として認識されることは

ほとんどないのが実情である。

このような担い手論の大転換を意図する限り、その政策転換の根拠を科学的

データに基づいて明示する必要がある。さらに、政策論的意図もしっかりと明

示される必要がある。場合によっては、「森林・林業基本法」自身の改正が必

要な案件でもあり得る。

「担い手」の問題はきわめて重要なテーマであるにもかかわらず、「新たな

森林管理システム」では「林業経営者」を簡単に規定してしまっている。

問題点 2 この規定のもたらすものは何か

今回の「新たな森林管理システム」では、「林業経営者」を「素材生産業者

等」としたところにもきわめて大きな特徴がある。これまでの「林業経営者」

とは、森林所有者の中で、それなりの意欲を持って林業に取り組んできた人々

というイメージだが、今回は明確に「素材生産業者等」を林業経営者と位置づ

け、「素材生産業者等」の中で、「意欲と能力のあるもの」を今後の山側の担い

手として位置付けようとするものである。
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このことは、日本林政の巨大な転換といえる。国の森林・林業政策の大きな

要は、過去及び現状の総合的分析に基づき、森づくりの大きなビジョンを描く

とともに、今後の森林・林業を誰がどのように担うと想定するのかを明確に打

ち出すことにある。すなわち、森林・林業の担い手を設定し、その健全な育成

に向けて政策誘導することが政策の大きな役目なのである。かつて、高度経済

成長が始まった 1960年代前半には、担い手として、「農家林業」、「森林組合」

「大規模林業」などが並立し、「林業基本法」制定へ向けて議論が重ねられた

経緯がある。その後、民有林政策としては、森林組合を中心としつつも、川上

から川下までの主体を地域として連携させる「地域林業政策」や「流域林業政

策」が実施されてきた。

今回、川上については、「素材生産業者等」（伐採業者）を「林業経営者」＝

「林業の担い手」として明確に位置づけたことは、林野庁の政策としては大転

換である。このことが意味することは、第１に、「森林所有者」については、

意欲がないものとして政策対象から外すこととしたことである。まさに「森林

所有者切捨政策」と言ってよい。第 2に、「林業とは素材生産過程を担う者が

担当するものだ」ということを打ち出すことによって、林野庁は、あえて「人

工林は成熟した」と曲解した上で、人工林を対象とした「採取的林業」時代の

到来を宣言していることである。

高性能林業機械を装備した「素材生産業者等」が、50年生前後の人工林を対

象として効率的に皆伐による主伐を実施するとともに、低コスト再造林を行い、

その後 15年以上の保育を実施することになる。

この仕組みには問題が多い。

第１に、効率がきわめて重視されるため、1カ所当たりの皆伐面積が大きく

なる可能性が高いこと。第 2に、採用が予定されている低コスト造林は、まだ

技術的に確立されたとは言い難く、さらに獣害対策などを含めるとコストが低

くなるという根拠はまだ示されていないこと。第 3に、「素材生産業者等」は

基本的に採算（もうけ）重視であり、地域非定着型であり、造林・保育は苦手

であること。第 4に、そのような「素材生産業者等」に 15年以上の保育を義務

づける結果、①きわめて質の悪い造林地が蔓延する可能性がきわめて高いこと、

②再造林費・保育費を確保するために、「素材生産業者等」は素材販売代金の

ほとんどを留保することになり、森林所有者には代金はほとんどわたらないこ

とが容易に想定できること、③15年以上の経営管理義務を嫌って「素材生産業

者等」が森林経営管理実施権の取得に躊躇するため、市町村は実施権を配分す

るために、「素材生産業者等」に対する規制を緩めざるを得ないこと、といっ

た問題点を挙げることができる。「素材生産業者等」は、林野庁の補助金制度

によって、山荒らし的な施業の先兵を現在でも担わされているが、今後は間伐
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から主伐への転換に伴ってさらに荒い施業の横行が必至である。

林業がまったく成り立っていないところで、いくら森林所有者だけにしわ寄

せをして、効率化を図ってみたところで、再造林及び保育を義務づける限り、

採算は成り立たない。「素材生産業者等」が「林業経営者」となることは、き

わめて困難な道というしかない。

Ⅲ 「森林経営管理法案」に関する検討

2018年 1月末に急に浮上してきた「森林経営管理法案」について、その内容

を検討していく。

1．森林所有者へ新たな責務を課すことについて

今回の法案では、第 3条で、「森林所有者は、その権原に属する森林につい

て、適時に伐採、造林及び保育を実施することにより、経営管理を行わなけれ

ばならない。」と森林所有者の責務を新たに規定した。ここで、「経営管理」に

ついては、第 2条第 3項で、「森林について、自然的経済的社会的諸条件に応じ

た適切な経営又は管理を持続的に行うことをいう」と定義している。

問題点１ 「経営管理」という用語について

法案の名称にもなっている「経営管理」という用語は、今回初めて登場した

造語である。Forest Managementを「森林経営」あるいは「森林管理」と訳すの

かといった論争や、「経営」と「管理」はどちらがどちらを包摂しているか、

といった議論がこれまでも存在してきた。今回「経営管理」という用語を造語

したことはこれらの議論に対して何ら整理することなく無論理に並列しただけ

であり、結果的に第 2条第 3項における定義の骨子は「経営管理」は「経営又

は管理を行うこと」と同義反復に陥っている。しかも、ここでは、「経営又は

管理」としてしまったために、「経営」と「管理」は別なものということにな

っている。ここの定義では、「経営」と「管理」の異同について明確にし、そ

の上で「経営管理」と並列する意味を述べなければならなかった。

問題点２ 森林所有者が負う「経営管理」実施義務の内容について

「経営管理」の具体的内容についてはその定義からは全く窺えないところだ

が、森林所有者の責務となる「経営管理」においては一転して具体的になり、

「適時に伐採、造林及び保育を実施すること」ということになった。改めて整

理すると、森林所有者が新たに負うことになる「経営管理」実施義務とは、

「適時に伐採、造林、保育を実施すること」なのである。さらに、第 2条第 4
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項では、「立木の伐採及び木材の販売、造林並びに保育」について、「以下、

『伐採等』という」としている。すなわち、森林所有者への責務に「伐採」が

きわめて大きな位置を占めていることが理解できる。

「伐採」とは、主伐（≒皆伐）と間伐が主である（現状では択伐はほとんど

ない）。それを「適時に」行うということは、主伐の場合、標準伐期齢（スギ

40年、ヒノキ 45年が多い）か、伐期延長（標準伐期齢＋10年以上）というこ

とを意味している。このようなことを森林所有者に課すことの根拠はどこにあ

るのか。

問題点３ 森林所有者にこのような責務を課すことについて

森林所有者に対する責務については、森林・林業基本法第 9条で、「森林の

所有者又は森林を使用収益する権原を有する者（以下「森林所有者等」とい

う。）は、基本理念にのっとり、森林の有する多面的機能が確保されることを

旨として、その森林の整備及び保全が図られるように努めなければならな

い。」と既に規定されている。ここでは、「森林の有する多面的機能の確保」を

旨として、森林の整備・保全にあたることが「努力義務」として述べられてい

るのである。

また、森林法においては、第 8条「地域森林計画等の遵守」において、「地

域森林計画に従って森林の施業及び保護を実施し、又は森林の土地の使用若し

くは収益をすることを旨としなければならない」と規定し、第 10条の７「市

町村森林整備計画の遵守」において、「市町村森林整備計画に従って森林の施

業及び保護を実施することを旨としなければならない」と規定している。これ

らは努力義務の範囲を超えるものではない。他方で、第 14条「森林経営計画

の遵守」では、「認定森林所有者等は、災害その他やむを得ない理由による場

合を除き、当該森林経営計画の対象とする森林の施業及び保護について当該森

林経営計画を遵守しなければならない」と遵守義務を課している。ただし、森

林経営計画については、森林所有者等が自分でたてるものなので、それを守る

ことは当然のことであり、わざわざ規定する必要もないともいえるものである。

このように、「森林・林業基本法」や「森林法」における森林所有者等の責

務は努力義務の域を出ないのに対して、「森林経営管理法案」における「森林

所有者の責務」は、「伐採等」に関する実施義務が課されているところに特徴

がある。

問題点 4 「適時に伐採、造林及び保育」の作業を実施することを森林所有

者に対して国が一方的に義務化することは、法的に問題はないのか
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周知のとおり、日本国憲法は第 29条第 1項で、「財産権は、これを侵しては

ならない。」と規定し、第 2項で、「財産権の内容は、公共の福祉に適合するや

うに、法律でこれを定める。」とする。また、民法は、第 206条で、「所有者は、

法令の制限内において、自由にその所有物の使用、収益及び処分をする権利を

有する。」と規定する。

我が国の私的所有権はきわめて強いものであり、それに踏み込んで所有者に

使用収益に関して実施義務を課すためには、強い「公共の福祉」の存在の証明

が必須である。しかしながら、関係する文書等を見た限りどこにもそれにあた

る説明が見当たらない。すなわち、森林所有者に強い責務を一方的に課すこと

の根拠は明示されていないのである。この点は、憲法及び民法に照らしても、

違憲、違法の可能性がある。内閣法制局のチェック機能も疑われるところであ

る。

問題点 5 「適時に伐採、造林及び保育」の作業を実施することを森林所有

者に対して国が一方的に義務化することは、森林施業的に問題はないのか

「適時に」とは標準伐期齢の可能性が高い。全国一律に人工林について短伐

期皆伐施業の強制となってしまう可能性が高く、決して「公共の福祉」に合致

しない森林を現出させる可能性が高い

法案が目指そうとしている「短伐期皆伐方式」の森林施業的な問題について

は、既に詳しく述べたところである。

問題点 6 森林所有者が主伐しないことはなぜ悪いのか

森林所有者にとって、今のように木材価格が安く、再造林の費用もまかなえ

ず獣害対策も目処がたたない時期には、「主伐（皆伐）しない」ということは

立派な経営判断である。また、長伐期多間伐施業を選択することも立派な経営

判断である。そうであるにもかかわらず、「適時」といいながら、実質的には、

50年生前後以上の人工林の所有者に「主伐（皆伐）させ、造林及び保育をさせ

る」ことを義務化することの根拠はどこにあるのか。

さらに、主伐に同意しない森林所有者に対して、「確知所有者不同意森林」

制度、「災害等防止措置命令」制度という 2つの制度を用意することによって

強制的に同意させる仕組みを作っていることもきわめて大きな問題である。こ

れらについては、後に詳しく検討する。

問題点 7 森林所有者は「長伐期多間伐施業」を選択できるのか

林野庁の「Q＆A」や「説明会」等では「選択できる」と回答している。し

かし、そのことが法案でどのように担保されているのか。その説明の法律上の
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根拠がどこにあるのかが明確ではない。

市町村は経営管理権を集積するに当たって、森林所有者へ経営管理意向調査

を行い、全員の同意を得て経営管理権集積計画を作成し公告することになって

いる。これだけの条項ならば、長伐期多間伐施業を指向する森林所有者はたと

え市町村の集積計画が 50年生前後の主伐であっても同意しなければよいだけ

である。しかし、この法案は、わざわざ「確知所有者不同意森林に関する特

例」（第 16条―第 23条）を 8条も費やして制度化している。本気で市町村が

50年前後で主伐をやろうとすればできる仕組みを持っているわけである。

2．経営管理権集積計画における確知所有者不同意森林に係る特例について

1）「経営管理権」「経営管理実施権」の概念と内容について

「経営管理権」とは、「立木の伐採・処分権又は林地の使用収益権」のこと

である。森林所有者から委託を受けて、「伐採等」を実施するための権利と法

に規定する。

経営・管理を集めるための計画及び林業経営を委ねるための計画は、以下の

性質を持つ行政計画である。①多数の者を相手方とする多数の権利を一斉に設

定する、②計画はいわば契約書の束であり、公告により個別の契約締結行為を

要さずに権利を設定する。

これまで、森林組合等が「森林施業の集約化」として取り組んできた事業に

ついて、民有林の約 3割程度の達成率であることにしびれを切らした林野庁が、

市町村にその役目を負わせることを企図したものである。市町村に担わせるこ

とによって、公告制度や境界画定不実施などによりきわめて効率的に集約化を

行うことを可能とするものである。

森林所有者に実施不可能な責務を一方的に課した上で、それを果たさない所

有者から、「経営管理権」を効率的に集積（奪い取る性格も併せ持つ）して、

「素材生産業者等」に「経営管理実施権」として配分しようとする。きわめて

強い制度枠組みの創設である。関係する森林所有者については全員の同意を条

件としているが、実は、以下の項でみるようにこのことに関しては、特例が準

備されている。

2）確知所有者不同意森林制度について

経営管理権集積計画は、権利を有する者の全部の同意が必要であるが、3つ

の特例を認めている。共有者不明森林に係る特例、所有者不明森林に係る特例

のほか、以下で検討する確知所有者不同意森林に係る特例である。この件につ

いては、法案第 16条から第 23条までが充てられている。
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1）同意の勧告（第 16条）

市町村長は、確知所有者で集積計画に対して不同意の者に対して同意するよ

う勧告することができる。

2）裁定の申請（第 17条）

勧告後 2ヶ月を経ても同意が得られない場合、市町村長は都道府県知事に裁

定を申請することができる。

3）意見書の提出（第 18条）

都道府県知事は、市町村の経営管理権集積計画の内容を当該森林所有者に通

知し、意見書を提出する機会を与える。

4）裁定（第 19条）

都道府県知事は、当該森林について、①経営管理未実施の確認、②意見書の

内容、③当該森林の自然的経済的社会的諸条件、その周辺の地域における土地

の利用の動向その他の事情、を勘案して、当該森林の経営管理権を市町村に集

積することが必要かつ適当であると認める場合には、裁定をするものとする。

5）裁定に基づく経営管理権集積計画（第 20条）

都道府県知事は、裁定後遅滞なく、市町村の長及び森林所有者に通知する。

市町村は、速やかに、裁定において定められた経営管理権集積計画を定める。

この計画について森林所有者は、これに同意したものとみなす。

6）経営管理権集積計画の取消し（第 21条、第 22条）

経営管理権集積計画に同意したものとみなされた森林所有者であって意見書

を提出したものは、経営管理権集積計画について実施権が設定されていない場

合には 5年を経過したときは、市町村長に対し、当該森林所有者に係る部分を

取り消すべきことを申し出ることができる。また、実施権が設定されている場

合にあっても次の各号のいずれかに該当する場合には、市町村の長に対し、当

該森林所有者に係る部分を取り消すべきことを申し出ることができる。

①経営管理実施権の設定を受けている民間事業者の承諾を得た場合

②予見し難い経済情勢の変化その他経営管理権集積計画のうち当該森林所有

者に係る部分を取り消すことについてやむを得ない事情があり、かつ、当該部

分に係る経営管理権に基づく経営管理実施権の設定を受けている民間事業者に

対し、当該森林所有者が通常生すべき損失の補償をする場合

問題点は何か

この特例は、森林所有者が確知されており、しかも市町村が作成した「経営

管理権集積計画」（以下、「計画」）に対して同意しない場合に適用されるもの

である。
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問題点 1 なぜこのような特例が必要なのか

本法案は第 4条第 5項で、「経営管理権集積計画は、集積計画対象森林ごとに、

当該集積計画対象森林についで所有権、地上権、質権、使用賃借による権利、

賃借権又はその他の使用及び収益を目的とする権利を有する者の全部の同意が

得られているものでなければならない。」と明確に規定しており、そのために、

第 5条で、市町村は経営管理権集積計画を策定するにあたって関係する森林所

有者に対して「経営管理意向調査」を行うことになっている。ここで森林所有

者の意向は表明されることになる。

確知所有者が集積計画に不同意ならば、さまざまな話し合いを行い、なお不

同意の場合は、計画から外すしかないのではないか。にもかかわらず、このよ

うな特例をわざわざ作らなければならない背景、理由、根拠、目的、効果等が

明示されていない。

問題点 2 森林所有者が明確な意志を持って「計画」に同意しないにもかか

わらず、市町村長は何を根拠に同意するように勧告できるのか

実は、法案第 16条にはその根拠だけでなく、それに対する条件等について

何も示されていない。そこで、法案第 4条に戻ってみると、市町村が「計画」

をたてる場合に、「当該森林についての経営管理の状況、当該森林の存する地

域の実情その他の事情を勘案して、当該森林の経営管理権を当該市町村に集積

することが必要かつ適当であると認める」場合に「計画」を策定するとしてい

る。これによれば、実質的には「経営管理の状況」が決定的な基準となる。そ

うならば、森林所有者の責務である「適時に伐採、造林及び保育を実施する」

という基準が勧告の根拠となっているとみてよい。

この点から不同意のいくつかのケースを想定してみよう。第 1のケースは、

「適時に伐採、造林及び保育を実施する」ことについて、市町村長の考え方と

森林所有者の意見が異なる場合である。第 2のケースは、「販売収益から伐採

等に要する経費を控除してなお利益がある場合において森林所有者に支払われ

るべき金銭の額の算定方法並びに当該金銭の支払の時期、相手方及び方法」と

いう項目に同意できない場合である。さらに、第 3のケースとして、一般論と

して市町村などに自分の山を勝手にされたくない場合、などである。

このいずれの場合にあっても、果たして市町村長が森林所有者に対して自ら

の集積計画に対して同意するように勧告を出すことに正当性はあるのだろうか。

勧告を出す根拠は本来「公益性」「公共性」に依拠するしかないが、この法案

はその根拠を市町村長に与えていない。従って、確知森林所有者はその命令に

従う義務は発生しないと考えるのが当然だろう。
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問題点 3 裁定制度は機能するのか

勧告しても森林所有者が従わない場合には、市町村長は都道府県知事に対し

て裁定を求めることができる。都道府県知事は、①経営管理未実施の確認、②

森林所有者の意見書の内容、③当該森林の自然的経済的社会的諸条件、その周

辺の地域における土地の利用の動向その他の事情、を勘案して裁定を下すこと

になる。

第１の「経営管理未実施の確認」については、市町村長が「適時に伐採、造

林及び保育」しているかどうかの判断になる。以下、極端な 2つの事例を検討

する。市町村長は、ある区域の森林について、長伐期多間伐施業を実施しよう

と考え、それに不同意の森林所有者がいるとしてみよう。その所有者は、50年

前後で皆伐する予定で、この 20年間は手入れをしてこなかったとする。そう

すると、この所有者は、経営管理をしてこなかったと分類され、市町村に経営

管理権を集積される可能性がでてくる。そしてやりたくもなかった長伐期多間

伐施業を強制されることになる。反対に、市町村長が短伐期皆伐施業をある区

域で推進しようとして、それに不同意の森林所有者（森林経営計画未策定）が

いたとしてみよう。その所有者は長伐期多間伐施業を目指しており、ある程度

木も大きくなってきており、最終間伐から既に 10年以上経過している場合、

経営管理されていないと認定される可能性はゼロではない。そして集積計画の

対象となる場合もまったくないわけではない。いずれも不当な判断の例といえ

よう。

第 2に、不同意森林所有者に求められる「意見書」についてである。これは

提出期限が 2週間以上となっており、2週間となる可能性も高い。これでは不

同意の森林所有者にとっては期間が短かすぎる。さらに都道府県知事の意見書

尊重義務も付されていない。なお、法案第 20条には、「当該裁定についての審

査謂求に対する裁決によって当該裁定の内容が変更されたとき」という条文が

ある。これによれば、行政不服審査法による審査請求が不同意の森林所有者か

らかけられることを事前に十分に想定しているように思われる。

第 3に、都道府県知事は、「当該森林の自然的経済的社会的諸条件、その周

辺の地域における土地の利用の動向その他の事情」を判断するという。「当該

森林」という特定かつ具体的な森林に対して、都道府県知事がその諸条件や事

情をどのようにして判断できるというのであろうか。

ところで、「要間伐森林」制度にあっては、裁定に際して、4項目の事態を想

定し、間伐又は保育を実施しないことが、周辺や下流部に悪影響を与える可能

性があることを根拠としている（この点については、後に「災害等防止措置命

令」の項で詳しく述べる）。すなわち、要間伐森林の場合、当該森林の公益的
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機能の維持増進という公益性が私権制限の根拠になっているわけだが、「確知

所有者不同意森林」の場合には、そのような基準は存在していない。

裁定制度が依拠するのは、結局のところ「当該森林の自然的経済的社会的諸

条件、その周辺の地域における土地の利用の動向その他の事情」というきわめ

て漠たる基準であり、かつ公益性や公共の福祉という観点が欠如した基準なの

である。この裁定制度は判断する根拠・基準がきわめて脆弱だといえ、科学的

な根拠に基づいた具体的な運用はほとんど不可能である。もし万一運用する場

合は、結果的に恣意的運用に陥らざるを得ない。

なお、法案第 48条は、都道府県と市町村の関係について「都道府県による

森林経営管理事務の代替執行」について規定している。そこでは、都道府県は、

当該市町村の当該事務の全部又は一部を、当該市町村の名において管理し、及

び執行することについて、当該市町村に協議し、その同意を求めることができ

る、としている。市町村の森林経営管理事務体制が弱いことは周知のことであ

り、市町村名で実質的には都道府県が事務を担当することを可能としており、

この場合、勧告と裁定という区分が実質的にはなくなることを意味している。

問題点 4 集積計画の取消しについて

確知所有者が不同意であっても裁定が下されれば不同意森林所有者も集積計

画に同意したものとみなされる。その上で森林所有者が取消しを申し出ること

ができるのは、「市町村森林経営管理事業」においては 5年後まで待たなけれ

ばならないし、経営管理実施権が配分されてしまった場合には、当該民間事業

者の承諾、あるいはやむを得ぬ事情の存在と民間事業者に対する損失補償が義

務化されている。都道府県知事の裁定の結果、不同意にもかかわらず、一旦同

意したものとみなされた場合は、その取消しのハードルはきわめて高い。しか

も取消しの責任を森林所有者側に課しているのである。悪く考えれば、市町村

森林経営管理事業の場合は、5年間のうちに複層林への転換事業を行ってしま

えばいいわけだし、実施権が設定された場合には、民間事業者は取消しに対し

て拒絶することも簡単である。

この規定は、不同意の確知所有者にきわめて厳しく、市町村及び民間事業者

にきわめて有利に設定されている。なお、共有者不明森林（法案第 10条―15

条）の市町村森林経営管理事業においては、不明森林共有者が判明して申し出

れば、2ヶ月で集積計画の取消しができることと比較しても確知所有者不同意

森林の規定は圧倒的に厳しいということができる。

小括
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「確知所有者不同意森林」の制度については、運用の仕方次第できわめて強

権的な性格を持つことが明らかとなった。なぜこのような制度の創設が必要な

のか。既に述べたように、この制度創設の背景、理由、目的等が明示されてい

ないために実はよく分からないのが現状である。この点について敢えて仮説を

述べると、以下の通りである。

今回の法案は、森林所有者サイドにとって厳しいだけでなく、経営管理実施

権を配分される林業経営者（素材生産業者等）サイドにとっても、伐採後 15

年以上の造林保育義務が課されることになり、採算的な見通しは決して明るい

ものではない。そこで、市町村が経営管理権を集積するとき、林業経営者の採

算性を向上させるために、できるだけ広い範囲を属地的に一様に集積すること

が重要になる。その際、そのような市町村のやり方に対して同意しない所有者

がいた場合にこの制度を発動することによって、素材生産業者等（伐採業者）

にとって経営管理実施権の配分を受けることのメリットを増加させようという

ものではないか。

もしこの規定が実際に運用された場合には、行政不服審査法による審査請求

だけでなく、損害賠償請求訴訟、憲法が保障する財産権侵害訴訟、等々が提起

される可能性は十分にあると思われる。

従って、少なくともこの特例は本法案から削除すべきものである。

3．災害等防止措置命令について

この規定もたいへん問題の多いものである。以下、関係条文を原文のまま掲

げ、それらについて詳細に検討する。

1）関係する法の条文

第五章 災害等防止措置命令等

（災害等防止措置命令）

第四十二条 市町村の長は、伐採又は保育が実施されておらず、かつ、引き続

き伐採又は保育が実施されないことが確実であると見込まれる森林（森林法第

二十五条又は第二十五条の二の規定により指定された保安林を除く。以下この

章において同じ。）における次に掲げる事態の発生を防止するために必要かつ

適当であると認める場合には、その必要の限度において、当該森林の森林所有

者に対し、期限を定めて、当該事態の発生の防止のために伐採又は保育の実施

その他必要な措置（以下「災害等防止措置」という。）を講ずべきことを命ず

ることができる。ただし、当該森林について、経営管理権が設定されている場

合又は同法第十条の九第三項の規定の適用がある場合は、この限りでない。

一 当該森林の周辺の地域において土砂の流出又は崩壊その他の災害を発生
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させること。

二 当該森林の現に有する水害の防止の機能に依存する地域において水害を

発生させること。

三 当該森林の現に有する水源の涵養の機能に依存する地域において水の確

保に著しい支障を及ぼすこと。

四 当該森林の周辺の地域において環境を著しく悪化させること。

２ 前項の規定による命令をするときは、農林水産省令で定める事項を記載し

た命令書を交付するものとする。

（代執行）

第四十三条 市町村の長は、前条第一項に規定する場合において、次の各号の

いずれかに該当すると認めるときは、自らその災害等防止措置の全部又は一部

を講ずることができる。この場合において、第二号に該当すると認めるときは、

相当の期限を定めて、当該災害等防止措置を講ずべき旨及びその期限までに当

該災害等防止措置を講じないときは、自ら当該災害等防止措置を講じ、当該災

害等防止措置に要した費用を徴収することがある旨を、あらかじめ、公告する

ものとする。

一 前条第一項の規定により災害等防止措置を講ずべきことを命ぜられた森

林所有者が、当該命令に係る期限までに当該命令に係る災害等防止措置を講じ

ないとき、講じても十分でないとき、又は講ずる見込みがないとき。

二 前条第一項の規定により災害等防止措置を講ずべきことを命じようとす

る場合において、相当な努力が払われたと認められるものとして政令で定める

方法により当該災害等防止措置を命ずべき森林所有者の探索を行つてもなお当

該森林所有者を確知することができないとき。

三 緊急に災害等防止措置を講ずる必要がある場合において、前条第一項の

規定により当該災害等防止措置を講ずべきことを命ずるいとまがないとき。

2 市町村の長は、前項の規定により災害等防止措置の全部又は一部を講じた

ときは、当該災害等防止措置に要した費用について、農林水産省令で定めると

ころにより、当該森林の森林所有者から徴収することができる。

３ 前項の規定による費用の徴収については、行政代執行法（昭和二十三年法

律第四十三号）第五条及び第六条の規定を準用する。

４ 第一項の規定により市町村の長が災害等防止措置の全部又は一部を講ずる

場合における立木の伐採については、森林法第十条の八第一項本文の規定は、

適用しない

問題点 1 想定されている「事態」について

想定されている「事態」は、以下の 4項目である。



27

1 当該森林の周辺の地域において土砂の流出又は崩壊その他の災害を発生さ

せること。

2 当該森林の現に有する水害の防止の機能に依存する地域において水害を

発生させること。

3 当該森林の現に有する水源の涵養の機能に依存する地域において水の確

保に著しい支障を及ぼすこと。

④当該森林の周辺の地域において環境を著しく悪化させること。

このような 4項目の「事態」の想定は今回の法案が最初ではなく、平成 23年

の森林法改正に際して、2ヶ所で導入されたものを基本的に引き継いだとみて

よい。

まず第 1は、無届伐採を防止するために、市町村長は伐採中止命令を発する

ことを可能とするとともに、伐採後の造林命令を発することを可能としたこと

である（森林法（第 10条 9の第 4項）。その際の基準となったのが以下の項目

である。

1 当該伐採跡地の周辺の地域における土砂の流出又は崩壊その他の災害を発

生させるおそれがあること。

2 伐採前の森林が有していた水害の防止の機能に依存する地域における水

害を発生させるおそれがあること。

3 伐採前の森林が有していた水源の涵養の機能に依存する地域における水の

確保に著しい支障を及ぼすおそれがあること。

4 当該伐採跡地の周辺の地域における環境を著しく悪化させるおそれがあ

ること。

これらの 4項目は、無届で伐採が行われている森林に関することなので、内

容的に理解することは比較的容易である。無届の伐採とはほとんどが皆伐と想

定される。そのような施業に対して、4項目の事態の恐れは十分にあるといえ

る。

しかしながら、この基準が果たして「災害等防止措置命令」制度に直接的に

流用できるものであろうか。そこにはきわめて大きな溝があると思われるので

ある。

第 2は、「要間伐森林」制度においてである。要間伐森林に対して、都道府

県知事が裁定する際に基準となったのが、以下の項目である。
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①当該要間伐森林及びその周辺の地域における土砂の流出又は崩壊その他の

災害を発生させるおそれがあること。

2 当該要間伐森林の現に有する水害の防止の機能に依存する地域における

水害を発生させるおそれがあること。

3 当該要間伐森林の現に有する水源の涵養の機能に依存する地域における

水の確保に著しい支障を及ぼすおそれがあること。

4 当該要間伐森林及びその周辺の地域における環境を著しく悪化させるお

それがあること。

「間伐又は保育」が実施されていない結果、上記の事態が生じるおそれがあ

るとし、森林所有者に「間伐又は保育」を実施させようというものである。こ

こにおいて、森林所有者が実施する「間伐又は保育」と「森林の災害防止・防

備機能や環境機能」との関連や因果関係については科学的に何ら説明がない。

要間伐森林制度は森林法で規定したもののこれまでに全国で１件も適用事例が

ないことが特徴である。この制度がまったく機能しなかった理由の一つにこの

因果関係を立証することが困難だったこともあるのではないか。

この点について、今回の「災害等防止措置命令」制度では、「伐採又は保

育」ということで、間伐だけでなく主伐を含むものとしており、さらに「おそ

れ」という表現を削除してしまっている。そのことにより、より一層、因果関

係を明確にすることが必要とされている。しかしながら、この点の明確な説明

はない。この点については、さらに次項で検討することにする。

問題点 2 4 項目の「事態」の発生と「施業放置」あるいは「伐採又は保

育」との関係

本法案では森林の公益的機能として、土砂流出防止、崩壊防止、水害防止、

水源涵養、さらに環境機能などが並列して挙げられているが、これらはそれぞ

れ実はかなり異質なものである。それを第 42条では単純に並列していること

に問題がある。

たとえば、崩壊には、表層崩壊と深層崩壊がある。深層崩壊は基岩よりも上

の層が崩壊するもので、森林管理の良し悪しに関わりなく起きるものである。

表層崩壊は土壌層が崩壊するものである。土壌層が発達して厚くなると表層崩

壊のポテンシャルは高まり、逆に森林管理が不適切などにより表層土壌が常に

流亡（土砂流出）していると、土壌層が発達しないために表層崩壊は起きにく

いという説がある。すなわち、土砂流出と表層崩壊は二律背反の関係にあると

いうことである。また、水源涵養（流出水量の増加）のためには、皆伐して森

林をなくす方が蒸散量を大きく減らせてよいという説もあるし、そのようなこ
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とをすれば土砂流出の危険性は高まる。これも二律背反の事例といえる。

さらに、「放置」をしていれば、4項目の事態がそれぞれ起きるとの証明はま

だなされていないのではないか。また、逆に「伐採（主伐を含んでいる）又は

保育」をすれば、どのように 4項目の事態が防げるのかという証明もまだであ

ろう。「伐採又は保育」の作業と、土砂流出、土砂崩壊、その他の災害、水害、

水源涵養、各種環境等のそれぞれの機能向上の関係について、詳細な証明はま

だなされていないのではないか。

問題点 3 だれが判断できるのか

たとえ、「伐採又は保育」作業と「災害等防止」との間に何らかの関係が認

められたとしても、現実・現場への適用はきわめて困難である。第 42条に示

された災害の危険な場所を、実際の地形・地質と、森林の構造との関係から的

確に判断することはきわめて困難である。地形や地質は場所を少し移動しただ

けで複雑に変化する。その上に、災害に対して危険な場所と、災害に対して危

険な森林の構造を組み合わせて、危険な場所を特定することはさらに難しい。

これはかなり高度な専門家にとっても困難である。ましてやそれを市町村長に

求めることはほとんど不可能というべきである。この点は、森林所有者にとっ

ても同様である。

問題点 4 周辺地域・下流域への公益的責務について

この 4項目の事態では、森林を所有する者の森林の施業状態（放置している

かどうか）を問題にしているにもかかわらず、各項目をみると当該森林は対象

外で、当該森林の周辺地域や下流域に対する悪影響だけを問題にしている。こ

こに大きな特徴がある。森林所有者に対して、周辺・下流域への公益的責務を

負わせているのである。「森林施業（あるいは放置）」と「森林の公益的機能」

の間の因果関係は明確でないにもかかわらず、森林所有者に一方的にこのよう

な責務を負わせる根拠は一体どこにあるのか。

財産権について、日本国憲法は基本的に侵されないものではあるが、「公共

の福祉に適合する」必要があるとしている（第二十九条 財産権は、これを侵

してはならない。○２ 財産権の内容は、公共の福祉に適合するやうに、法律

でこれを定める。○３ 私有財産は、正当な補償の下に、これを公共のために

用ひることができる。）。

もし、森林の経営管理の具体的内容が「公共の福祉に適合」しない場合とし

て、今回の法案が具体的に組み立てられているとすると、それはきわめて新し

い考え方だということができる。今回の法案はそこまで踏み込んだ考え方を採

用したのか。
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もし、森林法制において、このような法理論を構成すると、下流域、周辺地

域から当該森林所有者に対する損害賠償責任が追及されることの法的根拠を提

供することになるのではないか。このようなことは法的かつ実体的にありえて

よいことなのだろうか。もし、この法案が施行されることによって、森林所有

者は所有を継続することの危険性を認識した場合、所有権を放棄せざるを得な

いのではないか。国はこの規定によってそのような方向を目指そうとしている

のか。

問題点 5 保安林制度との比較について

保安林制度は、森林法の大きな柱を成している。この制度と今回の「災害等

防止措置命令」制度の関係は果たしてどのようになっているのだろうか。

今回の「災害等防止措置命令」制度における項目 1の「土砂の流出、崩壊」、

項目 2の「水害」、項目 3の「水源涵養」は、いずれも保安林制度の根幹をなす

森林の機能である。また、項目 1で「その他の災害」が付加されていることに

より、森林の持つ災害防止・防備機能を結果的にすべて包含することになって

いる。さらに、項目 4により、保健機能、風致機能を含む環境機能全体も対象

としている。そして、今回の「災害防止措置命令」制度では、市町村長は森林

所有者が「伐採又は保育」の命令に従わなかったときには、直轄で森林施業を

実施し（代執行）、それに要した費用は森林所有者から徴収できるとしている。

他方で、森林法による保安林・保安施設地区制度は、国・都道府県が森林の

公益的機能の維持・増進に責任を持ち、森林所有者に対して一部私権を制限す

るとともにそれに対する損失補償制度や優遇措置を持つ。また、特定保安林内

の要整備森林（造林、保育、伐採その他の森林施業を早急に実施する必要があ

ると認められる森林）では、森林所有者が勧告に応じない場合に、都道府県が

直轄で森林整備事業を実施し、森林所有者が損失を受けた場合に対して、損失

補償制度も備えられている。

森林の公益的機能の維持増進という同じ目的を持ったものであるにもかかわ

らず、「保安林」と「災害等防止措置命令」という責任主体・客体のあり方が

真逆な２つの制度を並立させることについて、合理的説明は不可能というしか

ない。「災害等防止措置命令」制度と「保安林」制度はトレードオフの関係に

あり、二者択一しかない。

問題点 6 要間伐森林制度との比較

現在の要間伐森林制度では、①市町村長による森林所有者に対する間伐又は

保育の方法・時期についての通知、②応じない場合の施業勧告、③さらに応じ

ない場合の立木所有権・使用収益権等の取得又は施業委託協議等の勧告、④都
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道府県知事の調停、⑤都道府県知事の裁定、⑥森林所有者の意見書提出、⑦裁

定、⑧公告、といったきわめて多段階のプロセスが設定されている。最終的な

内容は、「分収育林契約の締結」、あるいは「立木（間伐木）の所有権の移転及

び土地の使用権の設定に関する契約の締結」である。

それに対して、「災害等防止措置命令」制度では、市町村長の判断だけがす

べてであり、それに対する所有者の意見書の提出、あるいは都道府県知事が介

在するといったプロセスはすべて省かれており、命令書の交付しかない。さら

に、第 43条では「代執行」が規定されており、森林所有者が命令に従わない

場合も含めて、市町村長が「災害等防止措置」を代執行し、その費用を森林所

有者に請求できるものとしている。

「災害等防止措置命令」が「要間伐森林制度」よりはるかに強権的であるに

もかかわらず、その手続き・プロセスはあまりに簡便に過ぎるのではないか。

問題点 7 市町村長の「災害等防止措置命令」の権限と責任について

市町村長が「災害等防止措置命令」を発出できる法的根拠は、第 42条にあ

るが、そこに書かれている「伐採又は保育」と 4項目の事態との因果関係につ

いては、既に指摘したように明確な根拠は示されていない。その意味で、「伐

採又は保育」を命令する根拠は現段階では薄弱といってよい。さらに、そのよ

うなセンシティブな案件について、しっかりと判断できる職員（都道府県、市

町村）がほとんどいないことも命令の根拠の弱さを示している。また、法案第

3条の「森林所有者の責務」論からはこの災害等防止措置命令制度を導くこと

はできない。

なお、行政代執行法は、その第 2条で、「法律により直接に命ぜられ、又は

法律に基き行政庁により命ぜられた行為について義務者がこれを履行しない場

合、他の手段によってその履行を確保することが困難であり、且つその不履行

を放置することが著しく公益に反すると認められるときは、当該行政庁は、自

ら義務者のなすべき行為をなし、又は第三者をしてこれをなさしめ、その費用

を義務者から徴収することができる。」と規定している。今回の「災害等防止

措置命令」においても、市町村長はあくまで、「他の手段によってその履行を

確保することが困難である」ことを立証する責任がまずあり、さらに、「その

不履行を放置することが著しく公益に反する」ことを立証する責任があるので

ある。そのようなことも不可能というしかない。

さらに、市町村長が「災害等防止措置命令」を発出し、しかも代執行を実施

して費用を森林所有者から徴収した後に、当該地域で災害が発生して周辺地域

や下流域に被害が生じた場合はどうなのか。このような場合、市町村長が責任

を取るのだろうか。森林所有者の責任か。今回の法案の組み立て方からすると、
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市町村長ではなく、森林所有者の責任になるしかないのではないか。もし、そ

うならば、あまりに理不尽であり、不条理としかいいようがない。代執行で費

用を強いられた上に、下流域からの損害賠償請求を受ける森林所有者は、どう

すればよいのか。

なお、市町村長が発する「災害等防止措置命令」に違反した場合には、法案

第 52条に、「第 42条第 1項の規定による命令に違反した者は、30万円以下の

罰金に処する」との罰則が規定されている。

問題点 8 環境基本法との比較

原因者負担原則で有名な環境基本法第 37条は以下の通りである。

第三十七条 国及び地方公共団体は、公害又は自然環境の保全上の支障を防止

するために国若しくは地方公共団体又はこれらに準ずる者により実施されるこ

とが公害等に係る支障の迅速な防止の必要性、事業の規模その他の事情を勘案

して必要かつ適切であると認められる事業が公的事業主体により実施される場

合において、その事業の必要を生じさせた者の活動により生ずる公害等に係る

支障の程度及びその活動がその公害等に係る支障の原因となると認められる程

度を勘案してその事業の必要を生じさせた者にその事業の実施に要する費用を

負担させることが適当であると認められるものについて、その事業の必要を生

じさせた者にその事業の必要を生じさせた限度においてその事業の実施に要す

る費用の全部又は一部を適正かつ公平に負担させるために必要な措置を講ずる

ものとする。

この法律の規定と今回の「災害等防止措置命令」を比較すると、①事業規模

の範囲・限度・制約の条項が「災害等防止措置命令」制度にはなく、広範囲か

つ無限定になる可能性があること、②費用負担について、環境基本法では「一

部負担」の余地を残しているが、後者では「全部負担」となること、といった

差異があり、「災害等防止措置命令」の方が、原因者（当該森林所有者）に対

してきわめて厳しいということができる。

小括

「災害等防止措置命令」制度について検討してきたわけだが、このような強

権的な制度が構想され、それが具体化されてきたことについては、その背景・

経緯や根拠等がまったく示されていないことが大きな問題である。今回の法案

の「背景説明資料」（ポンチ絵でしかないが）にもほとんど取り上げられてい

ない。このような重要制度を創設するにあたっての説明がほぼ皆無ということ
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は論外というしかない。

今回のような 4つの事態を想定する場合、王道は保安林の指定であり、さら

に、特定保安林、さらには要整備森林制度の活用を図ることが筋ではないか。

森林の公益的機能の維持増進のためには、これまで保安林制度に基づいて公的

資金が大量につぎ込まれてきたわけであり、その部分を私的な森林所有者に責

務を負わせるという今回の仕組みについて理論的・実体的根拠は見いだしにく

い。

もしこの制度を全国的・全面的に運用すると、行政不服審査法に基づく審査

請求から始まって、不利益処分に対する損害賠償請求、さらには憲法第 29条

に違反するとして、違憲訴訟が頻発するのではないか。この点については、内

閣法制局のチェックを当然受けているはずだから大丈夫ではないのか、との見

方もある。しかし、内閣法制局のチェックが甘くなっている可能性が強い。

国としては、森林所有者に本法を運用して不同意所有者によって行政不服審

査法に基づいて審査請求されれば、それに対応してもし請求が通ればそれに従

えばよい。また、もし裁判に訴えられれば、全面的に争って敗訴すれば法律を

修正すればよい、といったモラルハザードな考え方に陥っているのではないか。

また、本来は、森林法改正程度で済ますことができた案件にも関わらず、新

たな「森林経営管理法案」をまとめる必要がでてきたために、要間伐森林制度

を廃止して、それよりもはるかに強権的な「災害等防止措置命令」制度を大急

ぎで創設することにより、新法の「法律事項」を増やすことにしたのではない

か。その際、要間伐森林制度もこれまで適用事例はなかったし、ましてや「災

害等防止措置命令」制度を使う市町村長などいるはずがない、との前提を持っ

ているからこのような法的にもきわめて粗雑な制度を作ったのではないか。

今回の法案の「災害等防止措置命令」に関する条項は少なくとも削除すべき

である。

4．市町村の位置づけについて

この法案において市町村に与えられる役割はきわめて重い。森林所有者の意

向調査、森林の経営管理権集積計画の策定及びそれに伴う各種措置、共有者不

明森林の探索、所有者不明森林の探索、確知所有者不同意森林に対する各種の

措置、森林の経営管理実施権配分計画の策定とそれに伴う各種措置、災害等防

止措置命令制度の運用、市町村森林経営管理事業の実施、等々であり、このほ

とんど全てが今回の法案による新規の役割である。

すなわち、本法案によって市町村は「経営管理権」を集積し、さらに「経営

管理実施権」を配分するだけでなく、「市町村森林経営管理事業」を実施する
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ことが努力義務化されるのである。

問題点 1 このような業務を国は市町村に課すことができるのか

そもそもこのような業務を国は市町村に課すことはできるのか。地方分権が

進む中で、国と地方との関係は従来の「縦並び」から「横並び」に変わった。

にもかかわらず、林政における上述した役割を市町村に負わせることは可能な

のか。しかも、既に検討したように、森林所有者に対する強権的措置はすべて

市町村長が責任を持つことにされているのである。

当然のことながら、国は市町村に実施義務を負わせることができないので、

法文上は「努力義務」を課すことにとどめているのだが、予算措置を含め、国

は市町村に大きな圧力をかけることは可能である。

本来は地域政策が本務の市町村は、産業政策としての林政の多くを森林組合

に任せてきた。今回の法案は、森林組合ではあまり達成できなかった「森林施

業の集約化」を市町村を使うことにより、より効率的、強権的、包括的に実施

しようとするものである。市町村に対する森林所有者の信頼性と公権力を活用

できるところを林野庁が最大限活用しようとしているともいえる。すなわち、

産業政策としての林業政策の手先として市町村を使おうというものであり、大

きな問題である。

問題点 2 市町村はこのような業務を実施できる体制を持っているか

この点がきわめて弱体であることは、林野庁自身が認めているところである。

そこで、総務省の特別交付税において「地域林政アドバイザー」を市町村に配

置するなど体制強化を図ろうとしているが、市町村側には「様子見」や「厭戦

気分」が充満しており、業務実施体制の確立はきわめて困難と想定されている。

このようなことから、「今回の法律は成立しても実効性はない」との見方もか

なり広がっている。

しかしながら、国もこの点は熟知しており、①来年度から先行実施が予定さ

れている「森林環境譲与税（仮称）」制度、②できない市町村に対する都道府

県による「代替執行」制度、が既に準備されている。国にとっては、市町村を

動かすより都道府県を動かす方がよほど簡単である。国が本気で今回の制度を

動かそうとすれば、その道具立ては揃っており、だからこそ問題だといえるの

である。

Ⅳ 「森林環境税（仮称）」との関係について

今回の法案は、林野庁の「新たな森林管理システム」（平成 29年 9月）に基
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づいている。この「新たな森林管理システム」は、①林野庁の「森林・林業基

本計画」（平成 28年）で示された方向、②平成 29年度与党「税制改正大綱」に

おける「森林環境税（仮称）」創設の方向性、③本省、官邸からの「林業の成

長産業化」への強い圧力、を背景にして作成されたものである。

そして、同法案の第 3章第 33条で「市町村森林経営管理事業」を創設し、そ

の原資に「森林環境税（仮称）」を組み込むとの制度設計を行うことにより、

「森林環境税（仮称）」が、「新たな森林管理システム」の中に取り込まれるこ

とになった。

「森林環境譲与税（仮称）」の使途については、与党平成 30年度「税制改正

大綱」において、「森林環境譲与税（仮称）については、法令上使途を定め、

市町村が行う間伐や人材育成・担い手の確保、木材利用の促進や普及啓発等の

森林整備及びその促進に関する費用並びに都道府県が行う市町村による森林整

備に対する支援等に関する費用に充てなければならない」としている。現在は、

これ以上詳しいことはまだ分かっていない。

問題点は何か

「森林環境税（仮称）」「森林環境譲与税（仮称）」は、未曾有の国難である

東日本大震災対策の後を受けて発足するもので、このような時期に国民に増税

を迫るたいへん重大な案件である。徴税の仕方や使途について、国民への説明

責任はきわめて重い。

徴税においては家計のみに負担させ企業等を外すといった問題がある。ただ、

ここでは使途についての問題に焦点を絞ると、①使途の原案を作成するのが、

林野庁になること、②結局、林野庁予算の補完となってしまうこと、といった

ことを指摘できる。林野庁は現在、産業官庁の性格を強めており、その産業政

策の実施にこれまでの予算を全面投入し、その穴埋めに「森林環境税（仮

称）」が従属的に使われる可能性が高い。

ではどうあるべきか

われわれも森林環境税（仮称）の創設については基本的に歓迎するもので、

徴収された税が市町村へ配分されることは当然と考える。

ところで、市町村は基本的に産業政策ではなく、地域政策を担っている。今

回の法案は、市町村を林業という産業政策の手先として使おうとの意図が見え

るが、市町村はしっかりと森林を生かす地域政策の原資として位置づけ、使用

することが望ましい。そのような意味では、森林環境譲与税（仮称）の使途と

しては、ヨーロッパ型の条件不利地域政策を山村側が導入する原資とすること

がもっとも効果的と考える。森林をきちんと管理する人材を地域に定住させる
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ことが税のもっとも目的に沿った使途になると考えるからである。

また、今回の森林環境税はその大部分を都市部の人達から徴税することにな

る。そのため、都市部住民が森林生態系の多面的サービスを享受できる体制を

山村側が構築することも大義名分が立つ使途といえる。森林環境税は様々な立

場の税負担者の合意を得られるものでなければならない。

その意味では、総務省は徴税に止まることなく、使途についてもしっかりと

主導権をとるべきである。

Ⅴ 国有林野への波及について

今回の法案は、民有林が対象となっているが、1年後には、国有林を対象と

して新たな仕組みの導入が計画されている。

国有林への「民間活力の導入」がうたい文句となって、「民間事業者が製材

工場等の整備による新たな木材需要の拡大や生産性向上等の取組を行いつつ、

国有林の一定の区域において継続的に使用収益を行う権利を得て、長期・大ロ

ットで木材の伐採・販売を行えるような仕組みを検討」するとのことである。

具体的には、民間事業者が国有林内の一定区域で継続的に使用収益を行う権

利を取得できるようにするもので、まず 10年以上、数千 ha、数万 m3の規模か

ら検討を開始するとのことである。

どのように評価するのか

「国民の森林」である国有林は、現在の「管理経営基本計画」において、①

公益重視の管理経営の一層の推進、②森林・林業再生に向けた取組、③「国民

の森林」としての管理経営、地域振興への寄与等、を掲げて管理経営している。

このようななかで、今般の「民間活力の導入」は、②の林業再生に向けた取組

に特化しているといえ、川下の大型林産企業への木材大量安定供給体制構築に

国有林も全面的に組み込まれていく方向が明らかになりつつある。

現在でも、国有林野事業は約 1兆 3千億円の債務返済を迫られて昨年度は、

149億円を返済している。伐り過ぎにより森林資源の蓄積状況は、民有林より

既に低くなっている。そのような状況の国有林に対してさらに大規模な皆伐を

導入しようとしているわけである。

公益重視、「国民の森林」としての管理経営、地域振興への寄与、などの面

が具体的に国民の目に明らかになっていないのに対して、木材生産だけがきわ

めて具体化してきているのが現状といえる。このような国有林で果たしてよい

のか。「国民の森林」としての国有林のあり方について、林野庁だけに任せず

に国民の側からの議論を大きく巻き起こしていく必要がある。
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おわりに

以上、林野庁の「新たな森林管理システム」及び「森林経営管理法案」につ

いて、詳細にその問題点を検討してきた。その結果、国民森林会議提言委員会

としては、「森林経営管理法案については、あまりに問題が多いので現状のま

までは廃案にすべきである」との結論に達した。

これまで展開した議論を要約すれば、以下の通りである。

1．今回はきわめて重要案件であるにもかかわらず、①有識者等研究会の欠如、

②林政審議会への諮問・答申の欠如、③林政審議会での審議不足、④パブリッ

クコメントの欠如、⑤自民党林政小委員会や規制改革推進会議の関与、といっ

たきわめて異例の経緯・手続きで事態が進行した。結果的に、秘密主義、拙速

主義、非民主主義的プロセスと言われても仕方のないものに陥ったとした。

2．「新たな森林管理システム」では、50年生以上の人工林がまもなく半数を超

えるとして、短伐期皆伐方式による「主伐・再造林論」を前面に打ち出してき

た。この捉え方の問題性を平成 26年度提言も踏まえつつ厳しく指摘した。

3．「新たな森林管理システム」では、川下中心の産業政策としての「林業の成

長産業化」が前面に打ち出された結果、「山元への利益還元」論や「自伐林

業」論、さらには「森林の多面的機能重視」などがほとんど消えてしまったこ

とを指摘し、さらに今の枠組みでは「林業の成長産業化」の達成は困難とした。

4．「新たな森林管理システム」では、「森林所有者は森林を経営する意欲がな

い」としているが、データの意図的誤読による結果であり、根拠のない決めつ

けであることを明らかにした。

5．「新たな森林管理システム」では、「素材生産業者等」（≒伐採業者）を今回

初めて「林業経営者」として措定した。「林業の担い手」を「素材生産業者

等」とすることについては、科学的根拠が提示されておらず、「素材生産業者

等」を「林業経営者」と措定することは、実態的にも科学的にもきわめて問題

が多いことを指摘した。

6．「森林経営管理法案」では、「森林所有者」に経営管理実施義務として「適

時に伐採、造林及び保育」を実施すること（実質的に短伐期皆伐方式）を課し

ているが、その法的な根拠、森林施業論的な根拠が明示されていないことを指

摘するとともに、主伐をしないことも立派な経営判断であることを述べた。

7．「森林経営管理法案」では、市町村が森林所有者から「経営管理権」を集積

する際に、「確知所有者不同意森林に係る特例」を制度化している。この規定

は森林所有者の意向を無視しうるきわめて強権的な性格を持つものであり、実
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際に適用された場合には憲法の保障する財産権の侵害になる可能性が高いこと

を指摘した。

8．「森林経営管理法案」では、市町村長による森林所有者に対する「災害等防

止措置命令」を新たに制度化している。この制度については、①森林所有者が

行う施業と災害等との関係について、科学的な根拠が明示されていないため、

市町村長が命令を下すという判断の根拠が存在しないこと、②森林所有者に周

辺や下流域の公益的責務を課すことの法的、科学的根拠が存在しないこと、③

森林法条の「保安林制度」との間に決定的な齟齬があること、④市町村長によ

る代執行制度、森林所有者費用負担制度も問題が多いこと、などを指摘した上

で、本制度の強権性については、違憲性の疑いが強いことを指摘した。

9．「森林経営管理法案」では、市町村にきわめて過大な業務を負わせることに

している。市町村にそこまでの業務を課す根拠を問うとともに、体制の不備と

それに対する都道府県による「代替執行」制度に対する危惧を指摘した。

10．「森林環境税（仮称）」については、その使途について林野庁が決めること

によって、林野庁の政策の補完に使用されることに反対するとともに、産業政

策補完ではなく、地域政策（例えば条件不利地域政策）に使用されるべきとし

た。

11．以上に見た民有林に対する新たな林政は、1年後には国有林をも対象とし

て展開させようという企画が進行している。「民間活力の導入」としての企画

だが、この点については、強い危惧の念を表明するとともに、国有林問題につ

いて、林野庁任せにせずに、「国民有林」として広く社会的に議論すべきとし

た。

12．「森林経営管理法案」については、自然科学的、社会科学的根拠を欠くと

ともに、国際標準である「持続可能な森林管理（経営）」の理念に反する可能

性が強いことを指摘した。その上で、「森林・林業基本法」及び「森林法」の

延長として、川下木材産業への木材の大量低価格安定供給を意図した「森林経

営管理法案」については廃案とし、いままでの森林法制体系全体をゼロベース

で見直す作業を開始すべきであると主張した。

ところで、もし「森林経営管理法案」が国会で成立した場合には、その運用

について、以下の点に留意すべきと考える。

１）法、施行令、施行規則、要綱等を作るにあたって、森林生態系の多様

な機能や多様な地域性を十分に踏まえた柔軟な仕組みを作ること。

２）森林環境税（仮称）の使途や配分においては、地域の自主性や自発性

を重視することに努め、たとえ基準を作っても、幅を持たせて柔軟な仕組
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みとすること。

３）市町村に独自性を打ち出す余地を大幅に確保すること。

４）やる気のある森林所有経営者に対する施策を充実させること。

５）森林・林業基本計画で相補的と位置付けられた自伐林家等についてもシ

ステムのなかできちんと位置づけること。

なお、以下に衆議院農林水産委員会において採択された「附帯決議」を以下

に採録しておく。この決議の原案作成に当たっては、当会議の会員も深く関わ

ったからである。附帯決議としては異例の 14項目となった。

森林経営管理法案に対する附帯決議

我が国の林業は、木材価格の低迷、森林所有者の世代交代等により、森林所有者の経営意欲

の低下や所有者不明森林が増加するなど、依然として厳しい状況にある。このような中、持続

可能な森林経営に向けて、森林の管理の適正化及び林業経営の効率化の一体的な促進を図るこ

とは、森林の有する多面的機能の発揮及び林業・山村の振興の観点から極めて重要である。ま

た、森林吸収源対策に係る地方財源確保のため、平成三十一年度税制改正において創設すると

されている森林環境税（仮称）及び森林環境譲与税（仮称）については、創設の趣旨に照らし、

その使途を適正かつ明確にする必要がある。

よって政府は、本法の施行に当たり、左記事項の実現に万全を期すべきである。

記

一 本法を市町村が運用するに当たって、「森林の多面的機能の発揮」「公益的機能の発揮」「生

物多様性の保全」について、十分に配慮するよう助言等の支援を行うこと。

二 経営管理権及び経営管理実施権の設定等を内容とする新たな森林管理システムが現場に浸

透し、林業の効率化及び森林管理の適正化の一体的な促進が円滑に進むよう、都道府県及び市

町村と協力して、不在村森林所有者を含む森林所有者、森林組合、民間事業者など、地域の森

林・林業関係者に本法の仕組みの周知を徹底すること。また、経営管理実施権の設定に当たっ

ては、市町村が地域の実情に応じた運用ができるものとすること。

三 市町村が区域内の森林の経営管理を行うに当たっては、その推進の在り方について広く地

域住民の意見が反映されるよう助言等の支援を行うこと。

四 経営管理実施権を設定した林業経営者に対して、市町村が指導監督体制の確立に努めるよ

う助言等の支援を行うこと。さらに、国は、民間事業者の健全な育成を図るため、森林に関す

る高度の知識、技術、経営に関する研修計画を企画し、実施すること。経営管理実施権の設定

に当たっては、生産性（生産量）の基準だけでなく、作業の質、持続性、定着性などの評価基

準も重視すること。

五 森林の育成には、林業労働力の確保・育成は不可欠であり、林業就業者の所得の向上、労

働安全対策をはじめとする就業条件改善に向けた対策の強化を図ること。
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六 所有者不明森林の発生を防ぐため、相続等による権利取得に際しての森林法第十条の七の

二の届出義務の周知を図るとともに、相続登記等の重要性について啓発を図ること。また、所

有者不明森林に係る問題の抜本的解決に向けて、登記制度及び土地所有の在り方、行政機関相

互での土地所有者に関する情報の共有の仕組み等について早期に検討を進め、必要な措置を講

じること。

七 経営管理権集積計画の策定に当たり、まず前提となる森林法の趣旨にのっとった、林地台

帳の整備、森林境界の明確化等に必要な取組に対する支援を一層強化すること。

八 市町村が、市町村森林整備計画と調和が保たれた経営管理権集積計画の作成等の新たな業

務を円滑に実施することができるよう、フォレスター等の市町村の林業部門担当職員の確保・

育成を図る仕組みを確立するとともに、林業技術者等の活用の充実、必要な支援及び体制整備

を図ること。

九 市町村が、「確知所有者不同意森林」制度を運用するに当たって、森林所有者の意向等を的

確に把握し、同意を取り付けるため十分な努力を行うよう助言等の支援を行うこと。

十 「災害等防止措置命令」制度の運用に資するよう、国は、災害等の防止と森林管理の関係

についての科学的知見の蓄積に努めること。

十一 路網は、木材を安定的に供給し、森林の有する多面的機能を持続的に発揮していくため

に必要な造林、保育、間伐等の施業を効率的に行うために不可欠な生産基盤であることから、

路網整備に対する支援を一層強化すること。なお、路網整備の方法によっては土砂災害を誘発

する場合もあることから、特段の配慮をすること。

十二 森林資源の循環利用を図るため、新たな木材需要を創出するとともに、これらの需要に

対応した川上から川下までの安定的、効率的な供給体制を構築すること。また、森林管理の推

進に向けて、その大きな支障の一つである鳥獣被害に係る対策を含め、主伐後の植栽による再

造林、保育を確実に実施する民間事業者が選定されるよう支援するとともに、他の制度との連

携・強化を図ること。

十三 自伐林家や所有者から長期的に施業を任されている自伐型林業者等は、地域林業の活性

化や山村振興を図る上で極めて重要な主体の一つであることから、自伐林家等が実施する森林

管理や森林資源の利用の取組等に対し、更なる支援を行うこと。

十四 地球温暖化防止のための森林吸収源対策に係る地方財源の確保のため創設するとされて

いる森林環境税（仮称）及び森林環境譲与税（仮称）については、その趣旨に沿って、これま

での森林施策では対応できなかった森林整備等に資するものとすること。

右決議する。

本提言の最後に、「新たな森林法制体系の創造」が必要なことを述べておこ

う。

今回の新林政は、1951年に制定された「森林法」、1964年に制定され、2001

年に改正された産業立法としての「森林・林業基本法」の行きついた極端な結
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果といえる。それは川下側が主導権を取る林業構造に結果したと理解できるの

である。果たして、日本の林政はこのような姿でよいのであろうか。このまま

では、とても「持続可能な森林管理（経営）」とはいえないものになることが

必定である。われわれは、今こそ「森林・林業基本法」および「森林法」を主

とする法体系をゼロベースで見直して、本物の「持続可能な森林管理（経

営）」を実現し、担保する法体系を新たに制定する必要があるのではないか。

旧「林業基本法」の改定時に、「森林・林業基本法」のオールターナティブと

して構想されたのが、「持続的森林経営基本法案」であった。この法案は今後

の議論のひとつのたたき台として現在でも十分に有効である。

以上

2018年 5月 21日

国民森林会議提言委員会

委員長 泉 英二

大住克博

城戸 檀

久米 歩

富村周平

藤森隆郎

松下芳樹

山田 純
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（提言付属文書Ⅰ）

2018年 5月 21日

「森林経営管理法案」の背景説明資料の変更について

―「森林所有者の経営意欲」及び「齢級構成平準化」を巡る問題―

国民森林会議提言委員会

目 次

Ⅰ 経緯

Ⅱ 「林業の現状」の変更について

1．変更した説明内容について

2．図の変更について

3．問題点

Ⅲ 「課題と対応方向」について

1．変更した説明内容について

2．問題点

Ⅳ 「森林資源の現状」の変更について

1．概要

2．「齢級構成平準化論」について

3．「今後の森林経営・管理の目標」について

Ⅰ 経緯

「森林経営管理法案」は今国会に上程され、衆議院を通過し、現在参議院で

審議中である。この法案には、背景説明資料として、「森林資源の現状」「林業

の現状」「課題と対応方向」が添付されている。このうち、「林業の現状」の「森

林所有者の経営意欲」のデータについて、衆議院農林水産委員会で田村議員（共）、

参議院農林水産委員会で舟山議員（民進）から「表現が恣意的ではないか」と

の指摘を受け、林野庁は 4月 23日に説明資料の変更を行った。この点につき、

以下検討を加える。
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Ⅱ 「林業の現状」の変更について

1．変更した説明内容について

変更前

○ 我が国の森林の所有形態は零細であり、８割の森林所有者は森林の経営意

欲が低い

○ 意欲の低い森林所有者のうち７割の森林所有者は主伐の意向すらない

↓↓

変更後

○我が国の森林の所有形態は零細であるが、85％の森林所有者は経営規模の

拡大への意欲は低い。

○60％の森林所有者は、伐期に達した山林はあるが今後５年間は主伐の予定

がないとしている。

2．図の変更について

変更前の表題

森林所有者の経営意欲は低い

変更前の項目及びキャプション

経営意欲・・・意欲が低い 84％

主伐の意向・・・主伐の意向なし 71％

↓↓

変更後の表題

森林所有者の林業経営に関する意向

変更後の項目

林業経営規模の意向・・・調査結果をそのまま掲載

今後 5年間の主伐に関する意向・・・調査結果をそのまま掲載

3．問題点

1）変更前は、統計結果の意図的誤読を行い、森林所有者の経営意欲が低いこと

及び主伐意向がないことを大きな問題として取り上げ、法案はそのことを根拠

として森林所有者に対して「伐採、造林及び保育」を実施することを責務とし

て押しつけたわけである。

変更後は、統計調査結果の誤読を排して一応客観的にデータを提示している。

その上で、「経営意欲が低い」という表現を「経営規模拡大への意欲は低い」と

いう表現に変更したものである。これは、統計調査結果との整合性に最大限配

慮しながら、当初の「経営意欲が低い」という趣旨をなんとか残そうというた

いへんな苦心の結果とみることができる。しかしながら、その意図とは逆に、
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このような表現に変更することによってかえって森林所有者へ「伐採、造林及

び保育」を義務づける根拠を喪失してしまったのである。なぜならば、①この

ような木材低価格の時代にあって、「経営規模拡大への意欲」がないことは当然

であって、それを森林所有者は国から責められる筋合いにはない、②「今後 5

年間は主伐の予定がない」のには、統計調査結果でも示されているように、そ

れぞれ立派な理由があるのであり、そのことを森林所有者が国から責められる

筋合いはない、ということである。

2）今回の調査対象となった 123人の林業モニターは、調査結果から見る限り今

の林業を取り巻く厳しい状況にあってかなり積極的に林業に取り組んでいる

方々と推察される。

まず「森林の手入れ状況」については、「ほとんど手入れしていない」は、わ

ずか 5％であり、「十分」（14％）と「必要最小限」（48％）を合わせると 6割を

超える。

また、「現在の林業経営の状況」では、「毎年の木材販売収入はなく、保育作

業も実施していない」は 12.2％、「毎年の木材販売収入はないが、必要な間伐な

どの保育作業を実施している」は 44.7％、「毎年木材販売収入があるが、主な収

入は木材販売収入以外である」は 31.7％、「毎年木材販売収入があり、主な収入

は木材販売収入である」は 11.4％であった。森林管理ができていないのは、1割

強というきわめて低い数字である。

「今後５年間の主伐に関する意向」については、今後も経営を継続する意向

がある者（今後の経営規模を拡大したい、現状を維持したい、縮小したいと回

答した者）に、今後５年間の主伐の実施予定について尋ねたところ、「伐期に達

した山林はあるが、主伐を実施する予定はない」と回答した割合が 60.0％、次

いで「伐採業者（素材生産業者）や森林組合等に委託するなどして主伐をする

つもりである」（20.9％）、「自ら主伐をするつもりである」（12.2％）の順であっ

た。確かに主伐する意向のないものが、多数派であることは事実である。そこ

で、主伐を実施しない理由（複数回答）を尋ねたところ、「主伐を行わず、間伐

を繰り返す予定であるため」（長伐期多間伐施業指向）は 58％、「主伐の収入に

より主伐を行う費用は賄えるが、再造林する費用には満たないため」は 48％、

「主伐の収入により主伐を行う費用を賄えないため」が 30％、といった理由が

上位を占めている。これらの理由はそれぞれに納得できるところであり、しっ

かりした経営判断に基づいていることが理解できる。

3）今回の説明変更によっても、5年以内に主伐する予定を持つことが、林業経

営の意欲があることの指標となっていることに変わりはない。しかし、①森林
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経営において長伐期多間伐は立派な方針であり、②再造林が必要経費だけでな

く、シカなどの獣害を含めて困難であるときに主伐を敬遠することは決して非

難されるべきではない。

結局、立派な理由があって主伐を実施しない森林所有者の経営管理権を奪っ

て主伐してしまおうという今回の法案のほんとうの狙いが、説明変更によって

かえって明確に浮かび上がってきたことになる。

全国の森林所有者の意向を示す統計データがないために、変更前と同じ調査

結果を利用せざるを得なかったことが問題であった。資料変更したことによっ

て問題が解消されたわけではなく、より拡大されたといえる。

Ⅲ 「課題と対応方向」について

このページにおいても変更が行われている。

1．変更した説明内容について

変更前

○ 多くの森林所有者は森林経営の意欲が低い。

↓↓

変更後

○多くの森林所有者は林業経営への意欲が低下してきている。

2．問題点

これまで、「多くの森林所有者は林業経営への意欲が低い」としていたのを、

「意欲が低下してきている」と変更したのである。しかしながら、この変更は、

①単なる「言い換え」に過ぎないだけでなく、②既に述べた通り、統計調査の

結果に依拠できないため、ここでは勝手にしかも根拠がないままに言葉だけで

「意欲が低下してきている」と規定してしまっているのである。統計調査の結

果からでは導き出せない乖離し遊離した「言葉」が突然法案の根拠として登場

するのである。

変更前は、統計調査結果を意図的に誤読することによって法案の前提である

「多くの森林所有者は林業経営への意欲が低い」ことを導きだしたわけだが、

その点を国会審議で指摘された結果、今回の変更が行われた。しかし、そこで

は統計調査結果の誤読は是正されたものの、「多くの森林所有者は林業経営への

意欲が低下してきている」という結論についてはその根拠を失うというきわめ

て重大な事態を引き起こしている。

その結果、この変更で今回の法案の出発点である「森林所有者へ新たな責務
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を課す」ということの根拠さえ失ってしまった。

逆に、今回の法案を廃案にすべき新たな根拠を提供したともいえるのである。

資料として、農林水産省「森林資源の循環利用に関する意向調査」（H27）に

現在の森林所有者の意向を求める限り、そこからは「多くの森林所有者の林業

経営への意欲は低下してきている」ことの立証は不可能なのである。

Ⅳ 「森林資源の現状」の変更について

1．概要

本法案の背景説明資料の変更では、国会審議では問題にならなかった「森林

資源の現状」についても行われている。すなわち、説明に以下の項が新たに追

加されたのである。

1．若齢林が少ないなど齢級構成には偏りがあり、森林・林業の持続的発展を図

るためには、齢級構成をならす必要があり、主伐・再造林を推進し、若い森林

を増やしていく必要。

2．経営管理が行われていない森林の経営管理は、現在森林の経営管理を行って

いる者のうち、事業規模を拡大する意欲のある者等に担ってもらう必要。

3．さらに、図「今後の森林経営・管理の目標」を新たに追加した。

■今後の森林経営・管理の目標

< 現状>

私有人工林約 670万 ha

内 約 1/3（220万 ha）は既に集積・集約化

< 最終目標>

私有人工林約 670万 ha

内 約 1/3（210万 ha）については、公的管理下に置き、針広混交林等へ誘導

約 2/3（460万 ha）については、単層林を維持（林業的利用）

これら 3項目の内、第 2項目については、別途「Q＆A」で検討済みである。
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2．「齢級構成平準化論」について

今回の衆議院での議論において、法案が進めようとする「主伐・再造林論」

の根拠が弱かったので、その補強材料として林野庁は「齢級構成平準化論」を

表に出してきたものである。

1）「齢級構成平準化論」とは何か

図の「人工林の齢級別面積」をみると、日本の齢級構成には確かに大きな偏

りがみられる。林学を学んだ人は、「法正林」という考え方を身につけている。

それは、「あらゆる林齢の人工林が同じ面積ずつあると、伐期に達した林を伐採

すると毎年、等量の木材を生産することができ、さらに伐採跡地を造林すると、

永遠に経営が循環する」という考え方である。

このような考え方からすると、今の日本の人工林の齢級構成はたいへん気持

ちが悪う。そこで、団塊を成している 40年生から 60年生の人工林をできるだ

け皆伐してなんとか平準化できないだろうか、と考えるのは林業技術者として

はむしろ自然なことともいえる。
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2）なぜこのような齢級構成になったのか

どうしてかというと、日本では 1950年頃から約 30年間にわたって農家や林業

公社、森林開発公団、国有林などがこぞって荒廃地造林及び拡大造林（広葉樹

の薪炭林や天然林を伐採して、その跡地にスギ、ヒノキ、カラマツなどを植栽

すること）に取り組んだからである。その背景としては、①戦時中・戦後の乱

伐による森林荒廃（結果としての洪水頻発）への対策、②戦後復興期における

小径木需要の爆発的増加（小丸太が高く売れた・・・超短伐期指向）、といった

ことがあった。経済的目的と公益的目的が合致し、かつ林業の明るい未来を信

じての熱病のような造林活動であった。高度経済成長期が始まり、木材貿易が

自由化（1962年）されるまでの山村はもっとも豊かで活力のある時期を過ごし

たといってよい（自由化後は小径木や並材の価格が停滞するようになり、林業

離れが発生）。

3）このことをどのように評価するのか

伐採・造林活動は、一部の国有林で大面積皆伐が亜高山地域に及ぶなど不適

切なケースもあったが、年間 40万 haに及ぶ活動自身は世界史的に見ても類例

がなく、基本的に高く評価すべきである。ここには、多くの自家労力だけでな

く、膨大な造林補助金（造林、下刈り、除伐、間伐、作業道開設を含む）もつ

ぎ込まれ、ようやく現在に至っているのである。

朝日新聞の報道（2018年 5月 6日）によると、林業公社を廃止した 11県がこ

れまで林業に投入した資金総額は、2,200億円であるのに対して、立木の時価総

額は 100億円弱だという。分収育林の大幅な元本割れに対しては、訴訟も起き

た。

年間 40万 haの造林・保育をしてきたこと自体は、既に述べたように高く評

価すべきだが、現在それが無価値化してしまったことの責任は、森林所有者あ

るいは林業公社等に帰せられるべきなのだろうか。決してそうではない。

高度成長が始まる 1960年代初頭に展開された今後の林政論にまで立ち返って、

あの時点でどのような政策方向の選択をすべきであったかを考える必要がある。

担い手問題としては、森林組合請負協業論ではなく、農家林業論に依拠すべき

だったのか。国有林野はあの時期に解放すべきだったのか。予定調和論に依拠

しない保安林制度が構築できなかったのか。森林計画制度は必要だったのか。

地域政策としての山村政策をどのように位置づけるべきだったのか。国境政策

をどう林政に位置づけるべきだったのか。すなわち、森林法体系をそのままに

して、1964年に予定調和論に基づく「林業基本法」を作ったこと自体が問題だ

ったのではないか。以上、総じていえば、林野庁の政策の失敗が今日の事態を

招いたといえるのではないか。
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4）「齢級構成平準化論」は常に正しいのか

現在の悲惨な立木価格水準も大きくいえば政策の失敗の証拠である。にもか

かわらず、一転して森林所有者に無理な責務を課して、それができない場合は、

経営管理権だけを上手に市町村の手中に収めようという法案を作ったわけであ

る。「自分のことを棚に上げて、他人にあれこれしろという」ことになるわけで、

「盗人猛々しい」という言葉が思い浮かぶほどである。そして、麗々しく「人

工林の齢級構成平準化論」を打ち出してきたのである。

荒廃地復旧造林や拡大造林は国を挙げての政策であった。その責任はどう取

るのか。立木価格水準がこのように低下してしまったのにも国は大きな責任が

ある。これらの責任をすべて森林所有者に押しつける法案に「人工林の齢級構

成平準化論」を背景説明として採用することは、過去の政策に対する極めつけ

の責任放棄であり、政策に関するモラルハザードというしかない。

もし今回、「人工林の齢級構成平準化論」を背景説明に使う場合には、過去の

政策の失敗をしっかりと整理し、その上で今後の誠実な方針を打ち出すべきで

あろう。それらをすべて頬被りして、この理論を駆使して森林所有者から立木

をほぼ無償で取り上げようというのだから、たいへんなことである。

5）藤森隆郎見解

国全体、あるいはある地域において齢級構成の平準化は望ましいかもしれな

い。しかし、それそのものが持続可能な森林管理の指標であるかのごとき議論

はおかしい。

齢級構成の平準化は、毎年の生産量が平準化されることが望ましとすること

において、求められているものである。しかし生産量の平準化は、間伐や択伐

などの度合いにおいても可能なものであり、齢級構成の平準化にのみ依存すべ

きものではない。

むしろ長伐期多間伐施業や択伐林施業でストックを高めながら、そこから間

伐や択伐を含めて必要量を供給していくシステムの方が需要や環境保全に対す

る弾力性や柔軟性が高い。伐期には、例えば 50年生から 150年生ぐらいの間の

様々なものがあってよい。それは森林所有者がそれぞれの条件に応じて決めれ

ばよいものであり、それが本来の姿であろう。様々な伐期があってよいところ

に、齢級配置平準化論を上から持ち込むことはおかしくないか。

施業体系はそれぞれの地域の森林所有者が、そこの自然的、社会的条件と自

らの経営条件に応じて決めていくべきものであり、一律的な齢級構成平準化論

に従属すべきものではない。

そうではあっても、現在の 50年生前後に集中している林分の齢級は、あまり
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にも歪であり、条件の許す範囲でそれを均していくことは必要である。その対

象として、このまま置いておいても（間伐をしても）、気象災害に対して脆弱す

ぎたり、個々の木の成長の回復力が伴わないと認められる林分（樹冠長率 20％

以下が目安）を優先的に皆伐更新の対象とすることが望ましい。

6）「齢級構成の均衡がとれた森林資源の造成」は、決して絶対的善とはいえ

ない（国民森林会議 平成 26年度提言の一部）

林学教育を受けたものにとっては、日本の人工林資源の齢級構成があまりに

いびつなことに対して、問題意識を持つこと自体はむしろ自然なことであろう。

しかし、だからといって 25 年版白書資料Ⅳ―９が示すように 100 年間をかけ

て日本の人工林を均衡のとれた齢級構成（広義の法正林）に誘導していこうと

考えることは果たして実現可能、かつ最良の方法であろうか。

均衡のとれた齢級構成への誘導手段としての短伐期皆伐更新施業の問題点に

ついては、既に述べたところである。この施業方法を日本の育成単層林 660 万

haのかなりの部分に適用しようということは弊害が大きすぎると考えるべきで

ある。多間伐長伐期施業がきちんと実施されれば生産面、環境面ともにそのメ

リットはきわめて大きい。その過程で、複相林化も可能となろうし、さらに択

伐施業へ誘導することも可能となる。そうなってくると、齢級構成のいびつさ

が問題とならなくなるのである。齢級構成の平準化を優先順位の高い目標とす

ることは不適切といえる。

7）大住克博見解

数年前より皆伐回帰・待望論が出てきたときから、私は皆伐自体は嫌いでは

ないものの、今言い出す根拠が分からないと批判してきた。そろそろ間伐推進

も煮詰まってきたから、予算獲得のために新たな旗印にしようとしているのだ

ろうと、勘繰ってもいた。

当時、県、林野庁、森林組合などから聞こえてくる皆伐論は、「これだけ皆伐

が行われない、若い造林地が無いのは変ですよね」・・・という感覚的、情緒的

なものばかりだった。そこで、私は、いつも「そうかもしれないが、変だとい

うだけでは理屈になりませんよね」と申し上げてきた。

今回示されている林野資料では以下のように説明されている。

「若齢林が少ないなど齢級構成には偏りがあり、森林・林業の持続的発展を図

るためには、齢級構成をならす必要があり、主伐・再造林を推進し、若い森林

を増やしていく必要。」
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この文章のレベルは以前とまったく変わっておらず、平準化が必要と言って

いるだけで、なぜ必要かを全く説明していない。

以下、いくつか「皆伐必要性」の候補について考えてみます。

・齢級が平準でないのは問題である

昔のように低齢級に偏っていて収穫する山が無いのは、確かに問題である。

しかし、高齢、高蓄積の山に偏っているのは、目の前に豊かな天然林資源を得

たようなもので、資源供給上は何ら問題にならない。必要量を収穫した残りの

山は、やはり成長を続けていくので、損失にはならない。むしろ目出度いこと

である。

・高齢級大径材は売れない

これは、欧州でも現在のような択伐大径材生産へ移行する時に散々行われた

長伐期批判だと聞いている。しかし、彼らは資源が替われば、自然に林産業界

もそれについてくる、もともと太い材は歩留まりが良い、心配はいらない・・・

と言っていた。

・炭素吸収の低下回避

実は以前、森林・林業白書などでは、林野庁は「高齢級林」の皆伐必要性に

ついて、標準伐期を過ぎて、成長量が低下し、炭素固定量も低下することが懸

念されることを、根拠に挙げていたと記憶している。

しかし、実際の標準伐期を越えた林分の「伐期平均成長量」は、昭和 40年代作

成の収穫予想表が推定したようには低下しないことが、多くの論文等で明らか

にされてきており、研究レベルでは既に常識化している。実際林野庁も、つい

この間までの長伐期林化⇒間伐管理の延長の流れの中では、それを根拠にして

いたはずだ。今回突然そのような経緯には沈黙して、大昔の収穫予想表・拡大

造林時代の老齢過熟論的な話をぶり返してきたあたりは、今回の法案背景のア

ンケートの恣意的な解釈と同じで、反（半？）知性主義の蔓延を示していると

思われる。

・林業システムの持続のため

皆伐をある程度行っていくことが、苗畑業者、造林班なども含めた、林業組

織や、技術の維持に必要だ・・・ということであれば、理解できる。しかしそ

れをどの程度の規模でやるのか？ そこが問題である。大々的なものにはなら
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ないだろう。

・生態系保全のため

山浦論文以降、一定の草原植生、オープンサイトを生産林の中にも創り出す

ことは、多様性保全のために有効であるという議論がある。これはそうだと思

うが、そのためには、どのような多様性を保全するために、どこでそのような

オープンサイトを創出するのかということが、まずさきに議論されねばなりま

せん。それはまだほとんど霧の中なのではないか？

また、一方で長伐期論が持つ生態系サービスへの貢献は全く無視されている。

過去の議論は何だったのだ。

8）當山啓介見解（「林業経済」2017年 11月号）

齢級構成平準化論の根拠について

どの程度伐採してよいのかの定義と伐採量のコントロール方法のいずれもが曖

昧である中で近年しばしば言及されるのが、「人工林の若返り、齢級構成の平準

化が必要」という論理である。主伐の推進とほぼ等価であるこれらが必要な根

拠として一般に挙げられる点は以下のようなものであろう。

① 大径材の価格のほうが安いなど、大径長伐期化の経済的メリットがない。

② 高齢林化により林分成長が鈍化し、炭素固定機能も落ちる。

③ 今から伐って平準化することが、持続的な森林経営に有意義である。

④ 皆伐によって生まれる若齢林や草地的環境も、生物多楡陛や生息環境維

持の面から必要である。

⑤ さらなる大径材の伐出に必要な大型林業機械やインフラは日本の林地に

本質的に適用困難である。

①については、優良材としての大径材の優位性が減じることは社会の趨勢か

ら不可避かもしれないが、製材設備は長期的には、径級分布のシフトに合わせ

て変化していく流動的なものであろう。②については、日本の森林は高齢化し

てきているが成長は思ったほど鈍化していないという指摘が多くなされるよう

になってきており、根拠として薄弱となってきている。③については程度の問

題であり、木材生産については高齢林からの生産も可能と予想されることから、

若干の主伐は必要だということ以上にどの程度の主伐を行うべきかの判断基準

を提供しているとは言い難い。④についても、若齢林や草地的環境を必要とす

る生物の存在をどの程度重視し、そういった環境の量（面積）をどの程度確保

するかは、客観的な指標が存在するというより社会の意志決定次第というべき

であろう。⑤は林業経営の上で重大な課題となりうるが、北海道や東北に多い
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緩傾斜地には当てはまりにくいと思われる。大径化する前に主伐しておくべき

急傾斜地は不利なので主伐できておらず、大径化しても問題の少ない緩傾斜地

では主伐が進んでしまっていることも懸念される。

このように、どの根拠も強力なものではない。つまりおそらく、齢級構成平

準化の論理的根拠の多くは実際には、木材自給率の向上、産業活性化、木質バ

イオマスや大型製材工場の需要増加への対応といった直近の目的・傾向に迎合

した主伐容認への方針変更に後付けされた論理だと位置付けることができる。

実際、長期的見通しをしているはずの森林・林業基本計画においても、平準化

論は以前は登場していなかった（當山、2016）。

もちろん、全く行われていなかった主伐を少し復活させる程度なら異存はな

いが、すでにこれ以上の主伐増加が問題視されうる水準の地域・樹種もある。

では、先述の収穫規整とも関係するが、どの程度主伐すべきか・してよいかを

設定するには、まず、収穫・経営可能な範囲を設定すること（ある種のゾーニ

ング）は必要である。その土で古典的収穫規整においては、法正蓄積さらに換

言すれば伐期齢、つまりどの程度の Growing Stockを確保すべきか、さらにそこ

に至るまでの更正期（改良期）などを設定することになるが、それらを設定す

るための事例や理論は整理されていない。

現状は平均成長量最大の標準伐期齢を安易に援用し続けていることが主伐期

到来の根拠となっているが（その成長量の根拠も上記③の通り疑わしい）、研究

者はあるべき定義・解釈をより深く検討し、その情報を速やかにかつ根気よく

提供する必要があろう。

9）中岡茂見解

「齢級構成平準化論」の欺瞞

○若齢林が少ないなど齢級構成には偏りがあり、森林・林業の持続的発展を図

るためには、齢級構成をならす必要があり、主伐・再造林を推進し、若い森林

を増やしていく必要

林業界でよく聞かれることだが、虚説もはなはだしい。明治の草創期の林学

に多大な影響を与えたドイツ林学の法正林思想の影響を受けた見解だと思われ

るが、まったく的はずれもいいところである。

そもそも林業経営の安定にとって重要なことは、毎年の収入額を一定にするこ

とであり、それが達成されてはじめて、継続的な経営が可能になる。

そのため理論的には、毎年同じ面積を伐採すれば良いということで、たとえば

100haの森林から継続的に 50年生の樹木を収穫するならば、毎年 2haの面積を
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伐採すればよい。そうして伐採跡地にすぐに植林すれば、1年生から 50年生ま

で 2haずつの森林がそろって、齢級構成が平準化されるわけだ。

ところが木材の価格がよいとつい 3ha伐採したくなる。そうすると平準化され

た齢級構成が壊れて、伐期齢が 50年を下回ったり、年伐採面積が 2haを下回っ

たりする。このようないわゆる過伐を規整するために、法正林のような指標が

あるのである。

戦後、日本においては木材需要が旺盛で、森林の伐採が進み、過伐の状態に

陥り、高齢級の森林が減り、若齢級がほとんどで、今とは逆の齢級構成となっ

ていた。そのため 50年生を超すような商品価値のある収穫適期の森林が少なく

なり、伐採量も減っていたが、その間森林の成長・充実が進み、伐採可能な森

林が増えたのである。

しかし、木材価格の低迷により、伐採が一向に増えないことから、最近では

壮齢級にシフトした齢級配置になりつつある。

ここで林野庁が主張する珍説が登場する。そもそも木材価格の低迷期におい

て、齢級配置の平準化などという必要性はどこにもない。林学にもそんな学説

はない。木材需要の旺盛な時代に、過伐の抑制として収穫規整が存在するので

ある。

本来、林業経営は収穫規整以前に、市場原理に基づいている。商品である木

材価格が低く売れないのであれば、伐採を控えて価格の上昇を待つしかない。

在庫であるが、今のまま林地に立てておけばよいだけである。よくしたもので、

林地は林業においては生産機械であり、倉庫でもある。しかも保存しながらさ

らなる成長と品質向上が望める。

このような状況で林野庁が主張する珍説に従えば、主伐した林木の造林費ど

ころか、伐出費も回収できず、さらに再造林経費をつぎ込むことになる。これ

ほどの補助金の無駄と国民経済的損失はないであろう。さらに現下の野生鳥獣

の跋扈によって、再造林の成功はおぼつかない。

また、森林の公益的機能の維持増進の立場からすれば、主伐≒皆伐は明らか

に機能低下を招来する。現在のように全国各地で集中豪雨が多発する中、高齢

級に偏した齢級配置こそ何より国土保全に資するものであり、国民の要請にか

なったものである。

保安林においては、流域における年伐採面積は

F/u F:その流域における保安林面積 u:標準伐期齢

を超えないこととされており、F/uを下回ることは問題としていないことをかみ

しめるべきである。
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さらに、現在日本各地の国有林や民有林で行われている劣悪な作業道の作設

や手荒な伐採作業を見る限り、公益的機能保全への配慮が行い得るとは思えず、

これまた林業に起因する山地荒廃を危惧するものである。

このような無駄とリスクを背負って、行う齢級構成の平準化はほとんど犯罪行

為であり、このような欺瞞に満ちた珍説「齢級構成平準化論」を重要法案の背

景説明資料とすること自体が、森林経営管理法案の根拠不在を証明するもので

ある。

将来、皮肉にも森林環境税によってこの制度が運用され、公益的機能が損な

われることになることは明らかであり、政府・国会はその欺瞞性をどのように

国民に申し開きするのであろうか。

10）鈴木直樹見解

1. 皆伐の抑制原則を立てる ⇒ 皆伐施業にも“疑わしき（リスクがあれば）は

森林の保持継続へ（皆伐せず）”の原則を、そして一定面積を超える皆伐の禁止

及び許可制と植栽保証のための供託金制度を

森林施業は、広義の意味では森林に対する人間の何らかの人為的働きかけを

いうが、林業関係者が使う場合は、天然林の伐採・収穫から、将来の木材の収

穫を目的にした植栽をはじめ下刈、蔓切り、除伐、間伐などの保育、成長した

林木の択伐、皆伐まで経済行為の意味を含めていうのが一般的である。

木材を収穫することを生業とする林業家は、制度的に制限を受けている行為

以外の様々な選択肢の中から、自然的経済的社会的条件の最も有利な収穫方法

つまり林木伐採の時期、方法を選ぶ。したがって、林齢何年で伐採するかは相

当幅のあるもので、農作物のように価格的にはともかく品質的に最適時期が限

定されているわけではない。材質の安定など林齢による林木の生理的形質はあ

るものの、基本的にこの林齢だから成熟に達したとは言えないのである。「標準

伐期齢」のように平均成長量が止まった時が成熟期というのは、100年を超えて

も林木の平均成長量が衰えないという最近の知見から見ても妥当とは言えない。

一方、森林の多様な機能を考えた場合、伐採とりわけ皆伐は、その実施範囲

に限定しても“森林の喪失”という意味で森林に決定的ダメージを与えるのは、

明らかである。そして、皆伐の範囲を広げようとすると、そのマイナスの影響

が周辺レベル、広域レベル、地球レベルのどこまでに及ぶかということが科学

的に明らかにされなければならない。だが、およそこの難題の正解を得るのは

永遠に無理なのではないか。

とすると、これまでの経験から得られた科学的データに基づき、刑事裁判の
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原則“疑わしきは被告人の利益に”ではないが、極力、森林環境への対応の原

則、すなわち“疑わしき（リスクがあれば）は森林の保持継続へ（皆伐せず）”

を目指すのが至当である。それは具体的には自ずと長伐期多間伐施業を指向す

ることになる。

また、皆伐の抑制原則として、大面積皆伐（5ha超）の禁止、かつての伐採の

許可制に倣って、0.5haを超える皆伐の許可制（もちろんそれ以下の面積は現在

の伐採届けは必要）、植栽を確実にするための ha当たり 30万円の供託金制度を

設ける。

2. 長伐期多間伐施業は齢級平準化の環境への負担を緩和させる ⇒ 200年伐

期（長伐期）であれば 100年伐期より齢級平準化のための年平均伐採面積（＝

植栽面積）が半分になる

林野庁は平成 23年に「将来（50年後、100年後）における齢級構成（イメー

ジ）」として次のような図とデータを示している。
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これをもとに数値を分析すると、

① 100年間で 1121万 haの人工林が主伐（皆伐）され、現在の人工林 1028万

haの 95％に当たる 972万 haが少なくとも 1回は皆伐される。⇒ そもそも伐採

可能林分がこんなにあるのか。人工林全てを伐り尽くす暴挙。

② 397万 haが天然林に戻されるがそのうち 56万 haを除く 341万 haが伐りっ

ぱなしのまま残る。⇒ 全国各地に乱伐の爪痕が現れるのは必至。

③ 現在、年 2万 ha弱の新植（再造林）が、50年後、年 10万 ha以上に増加す

るよう設定されている。⇒ 苗木不足とシカの食害という難題をどうする。

④ 50年後から 100年後までの間に、凡そ 20齢級以上の主伐林分 414万 haを

伐採するとしている。⇒ 年 3000万 m3の膨大の出材。需要、材価はどうなるの

か。

⑤ 現在、林業従事者は 5万人だが、主伐（皆伐）、新植の増大で、50％増しの

人員が必要と予想される。さらに保護、保育にかなりの人員が必要となる可能

性がある。

といった問題が浮かび上がってくる。これを見ると、皆伐の過大、急激な再

造林の必要、急増する出材の影響など、イメージとはいえ、林野庁想定の齢級
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平準化計画は、森林の将来にとって極めて危ういものとなっている。

この齢級平準化計画の 631万 haの再造林面積を、ほぼ半分の 300万 haとし、

100年伐期の齢級平準化を200年伐期の長伐期多間伐施業の齢級平準化としたな

らば、ほぼ年平均 1.5万 haの伐採で済むことになり優に現在の新植面積でカバ

ーできる規模となる。

したがって、長伐期多間伐施業は、齢級平準化においても、皆伐という環境

への負担を緩和させる役割があることが分かる。

3. 収穫最大ではなく機能最大を目指す ⇒ 保続原則を平均成長量最大の伐採

時期に置くのではなく、平均森林機能最大の伐採時期・方法に置く

下の図はカラマツの例だが、林齢 39年で伐るのを永続的に繰り返したら、そ

の林地で最大の収穫があるという、いわゆる「材積収穫量最多の伐期齢」すな

わち年平均成長量最大の林齢で伐採するという、林野庁が採用している「標準

伐期齢」のもととなっているものである。

しかし、これは、森林の様々な機能を全く捨象しており、一斉人工林の幼齢

時の機能の低下や高齢林の安定的な高機能が無視されている。
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そこで、この材積累積曲線を模式的に純成長量曲線に替えて重ね合わせた次

の図を見るとこの林齢における伐採の繰り返しは、必ずしもベストではないこ

とが分かる。

さらに森林の機能の最も低い部分をゼロとおいて材積と機能をプラスして図

を作ると、一目瞭然で、この「標準伐期齢」での伐期が不利なのが分かる（こ

の図は、人工林の林齢に応じた材積の蓄積と多様な森林機能の充実度を、高齢

期の安定状態に達するまでの総量を二次元的に等しいものと仮定した場合のモ

デル図で、どちらかと言うと森林機能を控えめに想定したものとなっている）。

林分の発達段階に伴う機能の変化

国民森林会議「森林資源の「若返り」について」より
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したがって、経済的な問題はさておき、長伐期多間伐施業を採用することの

意味が鮮明になるといえる。

4. 齢級平準化は国民参加で ⇒ 森林の保続が森林所有者や林業関係者だけの

ものでないなら国民参加は当然

森林環境税（仮称）の創設も予定され、その使途とかかわりが深いことを考

えれば、森林を永続するための齢級平準化は、その在り方について全ての国民

の参加が担保されていなければならない。その仕組みを地域に根ざして構築さ

れる必要がある。
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3．「今後の森林経営・管理の目標」について

「森林資源の現状」の図の右下に今回、「今後の森林経営・管理の目標」が加

わった。今後の日本の私有林をどのように経営・管理していくかの数値目標と

して重要なものである。以下の通りである。この点について検討を加えていく。

< 現状>

私有人工林約 670万 ha

内 約 1/3（220万 ha）は既に集積・集約化

< 最終目標>

私有人工林約 670万 ha

内 約 1/3（210万 ha）については、公的管理下に置き、針広混交林等へ誘導

約 2/3（460万 ha）については、単層林を維持（林業的利用）

これだけではかなり分かりにくいので、読み解くと以下の通りである。

私有人工林を概ね 3つに区分する（それぞれ面積的には約 1/3ずつ）。①「森林

経営計画」を作成しているところは、「既に集積・集約化」されているとし、そ

こは「経営管理」が行われているとする（ここでは単層林を維持し、林業的利

用を行うので、従って市町村の経営管理権集積の対象にならない）、②市町村が

経営管理権を森林所有者から集積して、経営管理実施権を認定された素材生産

業者等へ配分する（ここでも単層林を維持し、林業的利用を行う）、③林業的に

成り立たないところ（経営管理実施権が配分できないところ）については、市

町村が、「市町村森林経営管理事業」として、「森林環境税（仮称）」などを活用

して、針広混交林等へ誘導していく。

なお、ここで「単層林を維持」ということは、基本的に短伐期皆伐方式でや

っていくということと同義であると考えてよい。以下、ここでの問題点を検討

していく。

1）私有人工林の約 1/3が「既に集積・集約化」されているとしているが、そ

れが「経営管理」されているといえるのか

このことは言い換えれば、森林経営管理法案において、森林所有者によって

経営管理されているかどうかの区分については、森林所有者等が「森林経営計

画」を作成しているかどうかで判断するということである。

森林所有者または森林組合等が 5年ごとに任意で作成するとされている「森

林経営計画」は、制度の創設時の建前とは異なって、①間伐等の森林整備関係

補助金の受け皿となってしまっていること、②その結果、補助制度の変更（例

えば、それまで切捨間伐対象だったものが搬出間伐に変更されるなど）により、
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施業内容が全面的に規定されていること（このことが「荒い間伐」などの原因

となっている）、③補助金の金額が年度によりかなり変動があるため、「計画」

的施業が難しく、補助金額決定後に慌てて施業場所等を決めて実施すること、

といった事態が生じている。「森林経営計画」が作成されているからといって、

計画的かつ適正な施業が実施されているとは決していえないのが現状である。

また、「森林経営計画」が作成されているにもかかわらず、その事業の実施率

は計画量の 3割前後との話も聞こえてくる。この点はさらに確かめなければな

らないが、もしそうならば、「森林経営計画」については、その実効性も疑われ

ることになる。

2）「森林経営計画」を作成していなければ、「経営管理」の放棄といえるのか

現在の木材価格では補助金がなければ事業は赤字となる。そこで、補助金に

依存することにより事業を何とか成り立たせるという構造になっている。「森林

経営計画」作成はその前提となっているわけだが、そこでは計画を市町村長が

認定するにあたって各種の条件が提示されている。そのことが、結果的に「荒

い間伐」などを強制する側面を持つことになる。このようなことを嫌って「森

林経営計画」を作成しない森林所有者もかなり存在している。既に別項でも述

べたところだが、「間伐をしたいが収入にはならないし、山が荒らされるのも困

る」「収入を得るためには皆伐しかないが、このような木材価格で伐採すること

はご先祖さまにも申し訳ないし、あまりに山が可哀想だ」「伐採後のめどが立た

ない」「自分は長伐期多間伐施業でいく」といったことで、「森林経営計画」を

作成しない人もかなり存在している。これらの人々を「経営管理」していない

といえるのか。このような時期に意に沿わない施業は行わない、というのも「立

派な経営判断」といえるのである。

3）「森林経営計画」制度は今後どうなるのか

1974年の「団地共同森林施業計画」制度創設以降、零細分散している民有林

を「森林施業の共同化・集約化」によりまとめあげて大規模化して施業の効率

や生産性を上げようという政策（それは森林所有者が森林組合に施業委託する

という方向とセットになっていた）は、これまで 40年以上にわたって政策の中

心として位置づけられてきた。

しかしながら、「森林経営計画」の策定率は、現在までのところ、民有林の 3

割を超えた程度であり、低位に止まっている。しかも、都道府県によって作成

率に大きな差がある。今後、2020年度までに 6割まで引き上げることが林野庁

の政策目標となっているが、その実現はきわめて困難といえる。

林業事業体などの現場サイドからすると、森林経営計画を作成すると、事業
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のノルマが発生し雇用を増加させる必要がでてくる。しかし、補助金が不安定

なため林業労働者を増やすと大きな経営リスクを抱え込む。従って、多大なコ

ストがかかる森林経営計画をむやみに作成することを控えるというものである。

「森林経営計画」制度は、「森林法」の最大の柱である森林計画制度の中核を

成すものであるにもかかわらず、制度創設の建前とはまったく異なる結果とな

っており、政策的にまったく行き詰まってしまっているのが現状である。

このような状態を市町村に強権性を与えて打破しようとするものが、今回の

森林経営管理法案の重要な性格のひとつであるといえる。この法案によって、

「森林経営計画」制度はさらに形骸化することになり、実効性を失うことにな

ると思われる。

4）「最終目標」に示した数値の根拠は何か

改めて数値を再掲する。

私有人工林約 670万 ha

内 約 1/3（210万 ha）については、公的管理下に置き、針広混交林等へ誘導

約 2/3（460万 ha）については、単層林を維持（林業的利用）

この数値の根拠は、「森林・林業基本計画」（平成 28年）の「第１表 森林の

有する多面的機能の発揮に関する目標」に示された数値から国有林分を差し引

いたものと思われる。

以下、やや煩瑣にわたるが、「森林・林業基本法」が制定されてからの「森林・

林業基本計画」における「森林の有する多面的機能の発揮に関する目標」の変

遷を追ってみる。

森林の有する多面的機能の発揮に関する目標

（総括表 単位：万 ha）

1 平成 13年

現状 指向する森林の状態（40-60年後）

育成単層林 1030 440（内、210は長伐期化）

育成複層林 90 870

天然生林 1390 1200

合計 2510 2510
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・育成複層林化をきわめて重視しており、全体的な印象としては、非皆伐施業

への転換を強くアピールしている。 90万 ha（4％）→→870万 ha（35％）

・育成単層林を複層林に転化させるだけでなく、水土保全林では、育成単層林

の伐採年齢の長期化（標準伐期齢の 2倍化）を打ち出している。

1030万 ha（41％）→→440万 ha（18％） 内、210万 haは長伐期化

2 平成 18年

現状 指向する森林の状態（概ね 100年後）

育成単層林 1030 660（内、410は伐期 2倍延長）

育成複層林 90 680

天然生林 1390 1170

合計 2510 2510

（林政審議会（平成 18年 8月）提出資料）

・例えば１００年近くまで主伐の時期を大幅に引き上げ、皆伐の頻度を低くし、

大径材を生産する場合「長伐期化」、野生鳥獣の生息環境、景観、森林の総合利

用に配慮する場合「広葉樹林化、針広混交林化」、特に土砂の流出を防ぐ場合「複

層林化」を推進。積極的に木材生産を行う場合は、従来の施業を推進。

3 平成 23年

現状 指向する森林の状態（概ね 100年後）

育成単層林 1030 660

育成複層林 90 680

天然生林 1390 1170

合計 2510 2510

（林政審議会（平成 23年 4月）提出資料）

・林地生産力が比較的高く、比較的緩傾斜の森林水源かん養機能等の発揮が求

められる森林→→長伐期化等を推進しつつ育成単層林として維持 （440万 ha）

・公益的機能の高度発揮が特には求められない森林→→長短多様な伐期による

育成単層林として維持 （220万 ha）

・木材等生産機能の発揮のため、長短多様な伐期を見込む森林を除き、将来に

向かって伐期の長期化を図ることとし、およそ５０年かけて平均伐採齢が１８

齢級になることを見込む

・長伐期化とは、「従来の単層林施業が 40～50年程度で主伐（皆伐）すること

を目的としているのに対し、概ね２倍に相当する林齢まで森林を育成し主伐を
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行う施業」とのこと。

4 平成 28年

現状 指向する森林の状態（概ね 100年後）

育成単層林 1030 660

育成複層林 100 680

天然生林 1380 1170

合計 2510 2510

平成 28年は、一見すると、何も変わっていないようにみえるが、実は大きな

変更がなされている。すなわち、育成単層林から育成複層林への誘導において、

これまで「択伐」とされてきたものが、「伐採」と変更されたのである。これに

より、「択伐」では、帯状で伐採幅 10ｍ未満、群状で伐採面積 0.05ha 未満と制

限されてきたものが、「伐採」となることによって、伐採幅は 40ｍ未満、群状で

伐採面積 1ha 未満となったのである。こうなると、小面積皆伐といって差し支

えない。

ここまでくると、40ｍ幅の皆伐を帯状伐採といい、その跡地を放置して広葉

樹が侵入してくれば、それを「針広混交林化」といい、かつまた「複層林化」

ということもあるのではないか。また、帯状伐採と跡地放置を繰り返すことを

「広葉樹林化」というのではないか。

「林業の成長産業化」の旗の下で、木材を大増産するために、針広混交林化、

複層林化、広葉樹林化といった用語の持つ意味をすり替えて、いかにも森林の

公益的機能増進を思わせる用語を木材増産の方便として使用されている。

5 小括

以上、各年の「森林・林業基本計画」を検討してきたことからすると、平成

13年からのわずか 15年間の間に、日本の森林づくりの方向は実質的に大転換を

遂げてきたことが理解できる。しかし、問題は、その内容について一般国民は

もとより大多数の林業関係者でもほとんど読み解くことはできないような形で

提示されてきたことである。確かにそれらは林政審議会に諮られ、さらにパブ

リックコメントにも付されているが、資料の提示が限られているため、ほとん

どだれも気付かずに決定されていくのである。その意味では、「森林・林業基本

計画」が閣議決定どまりであることも大きな問題である。やはり、国会で審議

されるべき重要事項とすべきである。

別の問題点として、日本の森林面積 2,500万 haのうち約 4割（1,030万 ha）が
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人工林（育成単層林）である。「森林・林業基本計画」では、これを 100年後に

は 660万 haまで減らそうとしている。この点について根拠がしっかりと示され

ていれば問題はない。例えば、拡大造林期に不適地（亜高山地帯、岩石地、風

障地等々）にまで造林したところを皆伐して天然林に戻すことは当然である。

しかし、そのようなところが、370万 haもあるのだろうか。もしそれほどある

とするならば、莫大な国費を投じて実施された拡大造林政策自身が大失敗だっ

たということになる。その政策的総括がなされないまま、針広混交林化、広葉

樹林化、複層林化、といった対象となっていくのはあまりに安易ではないか。

このことが、人工林を皆伐することの論拠になっているわけだし、跡地を放

置し再造林をしなくてもよい論拠になっているのは大きな問題である。

5）市町村による森林の公的管理とは

今回の背景説明資料の変更によって、「約 1/3（210万 ha）については、公的

管理下に置き、針広混交林等へ誘導」との文言が入った。これは、明らかに法

案における「市町村森林経営管理事業」のことを指している。

私有林の約 1/3がどうして市町村管理になるのか。その根拠データは示されて

いない。ただし、「森林環境税（仮称）」の主要な使途と考えられるところなの

で、根拠は明確にする必要がある。

また、「市町村森林経営管理事業」の内容はどのようなものになるのだろうか。

「森林・林業基本計画」によれば、以下のような記述がある。

林地生産力が低く公益的機能の発揮のため継続的な育成管理が必要なその他

の森林は、自然条件等に応じて択伐や帯状又は群状の伐採と広葉樹の導入等に

より針広混交の育成複層林に誘導する。

林野庁の考える「市町村森林経営管理事業」のイメージはこのようなもので

あることは間違いない。既に詳述したように、帯状伐採とは、40ｍ幅の皆伐で

あってもよいし、広葉樹の導入とは、人工林の伐採跡地の放置であってもかま

わないわけである。

「森林環境税（仮称）」の主要な使途がこのようなことであってよいものか。

今後しっかりと議論する必要がある。

Ⅳ―2．「『齢級構成平準化論』について」への追加

10）鈴木直樹見解
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1. 皆伐の抑制原則を立てる ⇒ 皆伐施業にも“疑わしき（リスクがあれば）は

森林の保持継続へ（皆伐せず）”の原則を、そして一定面積を超える皆伐の禁止

及び許可制と植栽保証のための供託金制度を

森林施業は、広義の意味では森林に対する人間の何らかの人為的働きかけを

いうが、林業関係者が使う場合は、天然林の伐採・収穫から、将来の木材の収

穫を目的にした植栽をはじめ下刈、蔓切り、除伐、間伐などの保育、成長した

林木の択伐、皆伐まで経済行為の意味を含めていうのが一般的である。

木材を収穫することを生業とする林業家は、制度的に制限を受けている行為

以外の様々な選択肢の中から、自然的経済的社会的条件の最も有利な収穫方法

つまり林木伐採の時期、方法を選ぶ。したがって、林齢何年で伐採するかは相

当幅のあるもので、農作物のように価格的にはともかく品質的に最適時期が限

定されているわけではない。材質の安定など林齢による林木の生理的形質はあ

るものの、基本的にこの林齢だから成熟に達したとは言えないのである。「標準

伐期齢」のように平均成長量が止まった時が成熟期というのは、100年を超えて

も林木の平均成長量が衰えないという最近の知見から見ても妥当とは言えない。

一方、森林の多様な機能を考えた場合、伐採とりわけ皆伐は、その実施範囲

に限定しても“森林の喪失”という意味で森林に決定的ダメージを与えるのは、

明らかである。そして、皆伐の範囲を広げようとすると、そのマイナスの影響

が周辺レベル、広域レベル、地球レベルのどこまでに及ぶかということが科学

的に明らかにされなければならない。だが、およそこの難題の正解を得るのは

永遠に無理なのではないか。

とすると、これまでの経験から得られた科学的データに基づき、刑事裁判の

原則“疑わしきは被告人の利益に”ではないが、極力、森林環境への対応の原

則、すなわち“疑わしき（リスクがあれば）は森林の保持継続へ（皆伐せず）”

を目指すのが至当である。それは具体的には自ずと長伐期多間伐施業を指向す

ることになる。

また、皆伐の抑制原則として、大面積皆伐（5ha超）の禁止、かつての伐採の

許可制に倣って、0.5haを超える皆伐の許可制（もちろんそれ以下の面積は現在

の伐採届けは必要）、植栽を確実にするための ha当たり 30万円の供託金制度を

設ける。

2. 長伐期多間伐施業は齢級平準化の環境への負担を緩和させる ⇒ 200年伐

期（長伐期）であれば 100年伐期より齢級平準化のための年平均伐採面積（＝

植栽面積）が半分になる
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林野庁は平成 23年に「将来（50年後、100年後）における齢級構成（イメー

ジ）」として次のような図とデータを示している。
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これをもとに数値を分析すると、

① 100年間で 1121万 haの人工林が主伐（皆伐）され、現在の人工林 1028万

haの 95％に当たる 972万 haが少なくとも 1回は皆伐される。⇒ そもそも伐採

可能林分がこんなにあるのか。人工林全てを伐り尽くす暴挙。

② 397万 haが天然林に戻されるがそのうち 56万 haを除く 341万 haが伐りっ

ぱなしのまま残る。⇒ 全国各地に乱伐の爪痕が現れるのは必至。

③ 現在、年 2万 ha弱の新植（再造林）が、50年後、年 10万 ha以上に増加す

るよう設定されている。⇒ 苗木不足とシカの食害という難題をどうする。

④ 50年後から 100年後までの間に、凡そ 20齢級以上の主伐林分 414万 haを

伐採するとしている。⇒ 年 3000万 m3の膨大の出材。需要、材価はどうなるの

か。

⑤ 現在、林業従事者は 5万人だが、主伐（皆伐）、新植の増大で、50％増しの

人員が必要と予想される。さらに保護、保育にかなりの人員が必要となる可能

性がある。

といった問題が浮かび上がってくる。これを見ると、皆伐の過大、急激な再

造林の必要、急増する出材の影響など、イメージとはいえ、林野庁想定の齢級
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平準化計画は、森林の将来にとって極めて危ういものとなっている。

この齢級平準化計画の 631万 haの再造林面積を、ほぼ半分の 300万 haとし、

100年伐期の齢級平準化を200年伐期の長伐期多間伐施業の齢級平準化としたな

らば、ほぼ年平均 1.5万 haの伐採で済むことになり優に現在の新植面積でカバ

ーできる規模となる。

したがって、長伐期多間伐施業は、齢級平準化においても、皆伐という環境

への負担を緩和させる役割があることが分かる。

3. 収穫最大ではなく機能最大を目指す ⇒ 保続原則を平均成長量最大の伐採

時期に置くのではなく、平均森林機能最大の伐採時期・方法に置く

下の図はカラマツの例だが、林齢 39年で伐るのを永続的に繰り返したら、そ

の林地で最大の収穫があるという、いわゆる「材積収穫量最多の伐期齢」すな

わち年平均成長量最大の林齢で伐採するという、林野庁が採用している「標準

伐期齢」のもととなっているものである。

しかし、これは、森林の様々な機能を全く捨象しており、一斉人工林の幼齢

時の機能の低下や高齢林の安定的な高機能が無視されている。
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そこで、この材積累積曲線を模式的に純成長量曲線に替えて重ね合わせた次

の図を見ると、この林齢における伐採の繰り返しは、必ずしもベストではない

ことが分かる。

さらに森林の機能の最も低い部分をゼロとおいて材積と機能をプラスして図

を作ると、一目瞭然で、この「標準伐期齢」での伐期が不利なのが分かる（こ

の図は、人工林の林齢に応じた材積の蓄積と多様な森林機能の充実度を、高齢

期の安定状態に達するまでの総量を二次元的に等しいものと仮定した場合のモ

デル図で、どちらかと言うと森林機能を控えめに想定したものとなっている）。

林分の発達段階に伴う機能の変化

国民森林会議「森林資源の「若返り」について」より
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したがって、経済的な問題はさておき、長伐期多間伐施業を採用することの

意味が鮮明になるといえる。

4. 齢級平準化は国民参加で ⇒ 森林の保続が森林所有者や林業関係者だけの

ものでないなら国民参加は当然

森林環境税（仮称）の創設も予定され、その使途とかかわりが深いことを考

えれば、森林を永続するための齢級平準化は、その在り方について全ての国民

の参加が担保されていなければならない。その仕組みを地域に根ざして構築さ

れる必要がある。
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（付属文書Ⅱ）

2018年 5月 21日

「森林経営管理法案」の問題点（Q＆A方式）

国民森林会議提言委員会

目 次

Ⅰ この法案の真の「目的」は何か

Ⅱ その真の「目的」をどのように実現させようとしているのか

１．施業方式の転換（林業経営の効率化）

2．森林所有者に対する新たな責務を課すこと

3．林業経営者として素材生産業者（≒伐採業者）等を位置づけること

4．市町村の位置づけについて

5．このような制度設計は機能するのか

Ⅲ 真の「目的」が達成されるとどのようなことになるのか

Ⅳ 「森林環境税（仮称）」との関係はどのようになっているのか

Ⅴ 国有林野への波及について

「森林経営管理法案」は、一読しただけではなかなか理解が難しいので、わ

れわれの立場から、法案を読み解いてみたのが、以下の Q＆Aである。理解の

一助になれば幸いである。

Ⅰ この法案の真の「目的」は何か

Q この法案は、「森林所有者」、「林業経営者（素材生産業者等）」、「市町村」に

対して、無理ともいえるきわめてドラスティックな林業構造全体の転換を図ろ

うとしている。なぜ、ここまでの無理をするのか。
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A 「林業の成長産業化」という現在の至上命題（官邸及び農林水産省本省が主

導）を実現するために、大型化した川下木材産業へ向けて大量の原料を安定的

に供給する新たな仕組みを作るためである。林業の駆動軸・推進軸を、川上側

ではなく大型川下木材産業に求めることとした結果でもある。

このような官邸の意向を背景とした農林水産省本省の動きは、農業関係にお

ける農地中間管理機構設立、農協潰し、農業競争力強化法、種子法廃止、卸売

市場法改正だけにとどまらず、今回、森林・林業関係に大きく波及してきたの

である。今後さらに漁業関係においても漁業権の再編が行われる可能性が強い。

Ⅱ その真の「目的」をどのように実現させようとしているのか

１．施業方式の転換（林業経営の効率化）

Q 施業方式をどのように転換させようとしているのか。

A 人工林の半数が 50年生以上となり、主伐期が到来したとする。主伐とは、

皆伐とほぼ同義であり、50年生前後での主伐は、短伐期皆伐方式への転換とい

える。

Q なぜ、50年前後での主伐を短伐期ということができるのか。また、主伐は

皆伐と同義なのか。

A 森林管理の理論には、森林生態系に基づく科学的理論が根底になければなら

ない。森林生態学における「森林(林分)の発達段階」の見方によれば、森林（林

分）の発達段階は、「林分初期（幼齢）段階」（概ね 10 年生くらいまで）、「若齢

段階」（概ね 50 年生ぐらいまで）、「成熟段階」（概ね 150 年生ぐらいまで）、老

齢段階（150 年生以上）と区分される。この区分によれば、50年生前後という

のは、若齢段階の末期であり、その段階で主伐を行うことは、「短伐期」という

ことができる。

主伐とは更新を伴うものであり、「皆伐による主伐」と「択伐による主伐」に

分かれる。50年生前後では、抜き伐りは「間伐」であり、「択伐」ではない。そ

こで、50年生前後での主伐とは皆伐と考えてよい。

Q 短伐期皆伐方式はどこが悪いのか。

A 短伐期皆伐方式は、架線集材を活用でき、作業の効率が上昇する点はメリッ

トだが、他方で、①裸地化する頻度が高いために森林生態系の多面的機能は大

幅に低下すること、②再造林に莫大なコストがかかること、③獣害等により成

林が難しいこと、④50年生前後から人工林はようやく成熟期に入り、150年生

前後まで森林の多面的機能は向上していくという生態学的知見を無視すること、
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⑤木材の質も 50年以降はさらに成熟していくこと、などの点から、長伐期多間

伐施業の方が施業的に優れているということは、林業界の常識となっている。

それを今回強引に短伐期皆伐方式に転換しようとしているのである。

上記の解説

上述の森林生態系の多面的機能とは、生産機能（特に木材）、生物多様性の保全機能、土

壌保全機能、水源涵養機能、保健文化機能などである。森林生態系の機能の中で人間社会

にとっての便益を森林生態系のサービスと呼んでおり、上記の機能は森林生態系のサービ

スである。

この法案（新たな森林管理システム）の大きな問題点は、森林生態系のサービスのうち、

木材生産だけを取り上げ、しかも現時点だけの採算で管理、施業を評価していることであ

る。これは持続可能な森林管理（経営）の理念に反することである。持続可能な森林管理

は、生産の持続性とその他のサービス（環境と置き換えてもよい）の持続性の調和を求め

るものでなければならない。短伐期皆伐方式を主体とするシステムはこれに反するもので

ある。

森林は時間とともに構造が変化する。その変化のパターンを森林の発達段階という。50

年生ぐらいまでの若齢段階は構造が単純で、生物多様性が乏しく、土壌構造は未熟で、水

源涵養機能は低い状態にある。50年生ぐらい以降の成熟段階では、土壌構造は発達し続け、

水源涵養機能が高いとともに、生産の持続性も高まる。幹の生産量は、成熟段階でもかつ

て言われていたような低下はせず、かなり高い成長を維持し続けることが、近年の研究に

より明らかになっている。このことからすると短伐期皆伐施業が主体であることは問題が

大きく、長伐期多間伐施業が主体であることが望ましい。

森林生態系は時間がたつほど構造が豊かになっていく。構造の豊かな森林ほど生物多様

性は高い。生物多様性が高いと植物と動物の遺体（落葉、死骸、糞など）の質量は高い。

これらの質量が高いと土壌生物は豊かになる。土壌生物が豊かになり、活動が活発になる

と土壌孔隙など、土壌構造は発達し、保水、透水機能は高まる。また生物遺体の質量が高

いほど土壌養分は豊かになる。したがって生産機能や水源涵養機能の高さは土壌の状態に

強く関係し、土壌の状態は生物多様性に強く関係する。短伐期皆伐施業の繰り返しは、生

物多様性の保全に反し、土壌の保全に反する。長伐期多間伐施業は森林生態系の構造を豊

かにし、生物多様性の保全、土壌の保全に沿うものであり、持続可能な森林管理の理念に

沿うものである。短伐期皆伐施業は、林業経営の上で特にその推進理由のあるものに絞ら

れるべきである。

長伐期多間伐施業は、生産力の持続性という点からだけでなく、低コスト林業の視点か

らも意味のあることである。日本は高温多湿であり、どのように頑張っても、他の温帯林、

北方林諸国に比べて皆伐後の初期保育コストは高くつく。また近年、更新木の獣害が深刻

化してきており、そのことからも短伐期の繰り返しは利口な選択とは言えない。そして長
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伐期多間伐施業の方が、主間伐合計は大きいということも大事な事実である。

以上のことから、日本で短伐期皆伐施業を主体にすることはまずい選択といわざるを得

ない。

2．森林所有者に対する新たな責務を課すこと

Q 森林所有者に新たに課す責務とは何か。

A 森林所有者には本法案で新たに「適時に伐採、造林及び保育」することを課

した。

Q 「伐採」には「皆伐による主伐」は含まれるのか。

A 含まれる。2011年までの林政は、森林の多面的機能の高度発揮を目指して、

複層林化、長伐期化（標準伐期齢の約 2倍）などを掲げてきたため、標準伐期

齢（スギ 40年、ヒノキ 45年が多い）前後での皆伐更新は考慮されてこなかっ

た。2011年頃から林野庁は「主伐容認」政策に転換し、2016年からは人工林は、

50年生前後で「成熟した」とみなして主伐を積極的に推進する政策に転じてき

た。

今回の法案は、「伐採」を森林所有者に実施義務化したところに大きなポイン

トがある。また、「伐採」の後に「造林及び保育」が配置されており、本法案に

おける「伐採」は、主として主伐を想定していることは明らかである。

なお、本法案の国会審議の過程で、議員の追及により林野庁は「背景説明資

料」の訂正を余儀なくされ、4月 23日になって新たな背景説明資料を公表した。

そこでは、新たに、「若齢林が少ないなど齢級構成には偏りがあり、森林・林業

の持続的発展を図るためには、齢級構成をならす必要があり、主伐・再造林を

推進し、若い森林を増やしていく必要。」との文言が加わった。ここで林野庁の

若齢級皆伐推進政策が明確に打ち出された。

Q 「適時に」という適時とは何か

A 主伐に関して「適時」とは常識的には、「標準伐期齢」（スギ 40年、ヒノキ

45年が平均的）、あるいは「伐期延長」（標準伐期齢＋10年）の範囲と考えられ

る。

Q 森林所有者に「適時に伐採、造林及び保育」実施義務を課すことは、何が問

題か。

A 森林所有者にとって、今のように木材価格が安く、再造林の費用もまかなえ

ず獣害対策も目処がたたない時期には、「主伐（皆伐）しない」ということも立

派な経営判断である。また、長伐期多間伐施業を選択することも立派な経営判
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断である。そうであるにもかかわらず、「適時」といいながら、実質的には、50

年生前後以上の人工林の所有者に「主伐（皆伐）させ、造林及び保育をさせる」

ことを義務化することは、憲法の保障する「財産権」や「営業の自由」の侵害

の可能性がきわめて高い。

さらに、同意しない森林所有者に対して、「確知所有者不同意森林」制度、「災

害等防止措置命令」制度という 2つの制度を用意することによって強制的に同

意させる仕組みを作っている。このことはこの法案の違憲性をより強化してい

ることになる。

結局、森林所有者に「主伐（皆伐）せよ」と迫り、同意・不同意にかかわら

ず、所有者から立木の販売権を取り上げるという仕組みなのである。

Q 森林所有者は「長伐期多間伐施業」を選択できるのか

A 林野庁の「Q＆A」や「説明会」等では「選択できる」と回答している。し

かし、そのことが法案でどのように担保されているのか。その説明の法律上の

根拠がどこにあるのかが明確ではない。

市町村は経営管理権を集積するに当たって、森林所有者へ経営管理意向調査

を行い、全員の同意を得て経営管理権集積計画を作成し公告することになって

いる。これだけの条項ならば、長伐期多間伐施業を指向する森林所有者はたと

え市町村の集積計画が 50年生前後の主伐であっても同意しなければよいだけで

ある。しかし、この法案は、わざわざ「確知所有者不同意森林に関する特例」（第

16条―第 23条）を 8条も費やして制度化している。本気で市町村がやろうとす

ればできる仕組みを持っているわけである。

3．林業経営者として素材生産業者（≒伐採業者）等を位置づけること

Q これはどういうことか。

A 林業経営者として素材生産業者（≒伐採業者）等を位置づけることは、川上

における「林業の担い手」を木材伐採業者である素材生産業者等に措定するこ

とを意味し、森林所有者は、「林業の担い手」から外されるということである。

「林業の担い手」を素材生産業者等と措定することの是非については、50年以

上前に学界では議論になったことがあるが、その後は議論は下火になったまま

で現在に至っている。この点については、学界だけでなく林業界においても合

意形成がなされていない。

Q 何が問題なのか。

A 素材生産業者（≒伐採業者）等の行動原理は、基本的に短期的利益追求型で

あり、多くの素材生産業者等にとっては、「持続可能な森林管理（経営）」の理
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念などは「どこ吹く風」といってよい。皆伐後の再造林や保育は義務化される

が、素材生産業者等は一般的にはこの作業が苦手であり、多くは過去に実施し

た経験もない。それゆえ、造林作業については、他業者に再請け負わせで実施

することが多いと想定され、とても「伐出＋造林・保育」のトータルな責任主

体として登場することはきわめて困難である。

また、この法案により木材生産量・市場供給量が増加する。必然的に木材価

格はさらに下落することになる。大型川下木材産業には多大なメリットとなる

が、林業経営者（素材生産業者等）にとっては、経営が圧迫され、森林所有者

への立木代還元はおろか、再造林や保育の量や質の低下は必至である。

Q 「林業経営者（素材生産業者等）」の「意欲と能力」をどのように評価する

のか。

A 「意欲と能力」については、生産量又は生産性が 5年間で 2割以上、3年間

で 1割以上という基準を林野庁は提示している。

このような生産量、生産性のみに基づく「林業経営者像」では問題が多いの

で、衆議院における附帯決議に、野党議員の協力により、「経営管理実施権を設

定した林業経営者に対して、市町村が指導監督体制の確立に努めるよう助言等

の支援を行うこと。さらに、国は、民間事業者の健全な育成を図るため、森林

に関する高度の知識、技術、経営に関する研修計画を企画し、実施すること。「意

欲と能力」に関しては、生産性（生産量）の基準だけでなく、作業の質、持続

性、定着性などの評価基準も重視すること。」との項目を入れることができた。

生産性、生産量や規模拡大の意欲などの指標だけで事業者の「意欲と能力」を

評価することなどは、林業を営むものからするとほとんど理解不可能なことで

ある。

Q 自伐林家は「林業経営者」の対象となるのか。

A 林野庁の「Q＆A」や説明会等では、「対象となる」と説明している。それは、

今回の基準で、生産量や生産性は問題にしているが、下限が決められていない

（現在の木材生産量が少なくてもよい）ところが根拠となっていると推測され

る。

ところで、現実に各都道府県で「意欲と能力のある林業経営者」の選定が始

まっているが、自伐林家にそのような情報が届く仕組みがないだけでなく、各

法令による「認定事業体」が条件にされている場合もあり、自伐林家はごく一

部の県以外では認定されていない。今後も自伐林家が選定されることはきわめ

て例外的なものと考えられる。「道は開かれている」という言い訳に使われるの

がせいぜいのところと思われる。
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Q 意欲と能力のある林業経営者に配分される「経営管理実施権」は 15年以上

が想定されているとのことだが、この根拠やその持つ意味はどうなのか。

A 15年以上とする理論的あるいは具体的な根拠はおそらくないものと思われ

る。担当者が諸般を慮った「適当な見当付け」で決めたものではないか。

ただし、「15年以上」の経営管理義務が「林業経営者」に課されることの影響

はきわめて大きい。林業経営者にとって、元来不得手な造林保育作業だが、伐

採後の再造林及び 5年間の保育作業については、7割補助事業が準備されている

ので、獣害対策の困難性を除けばある程度実行可能と考えられる。補助がなく

なってからの 10年間が問題である。巡視や補植などのほか、下刈り作業をはじ

め、蔓切り・除伐作業なども発生してくる。これらをしっかりとこなせるかど

うかが問題である。このことに備えて林業経営者は立木の販売代金のほぼ全額

を留保することになると想定される。それでも果たして林業経営者にとって経

営的に成り立つかどうかはきわめて微妙である。よほど条件のよいところしか、

林業経営者は経営管理実施権を受けないことも十分に考えられるのである。

翻って、林業経営者がこのような状態であれば森林所有者への販売代金還元

はなくなるということでもある。

ところで、15年後に森林所有者に戻されても、この時期はまだ収入にならな

い除伐～保育間伐の時期である。さらに、森林にとっては、構造を決めていく

一番大事な時期でもある。その直前で経営管理権を返上できるのであれば、い

ったい誰が 50年、100年の施業に責任を持つのか。これが天然更新、天然生林

施業に適用されれば、もっと悲惨なことになる。15年はただの藪に過ぎない。

そのような状態のままで林業経営者は現場から逃げることが可能となるのであ

る。

森林所有者にとっては、これまで営々として育てた立木が「ただ同然」で取

り上げられ、15年後に粗雑な造林地か、あるいは天然更新と称された単なる藪

として戻されることも十分に想定されるのである。

4．市町村の位置づけについて

Q この法案における市町村の役割は何か。

A この法案において市町村に与えられる役割はきわめて重い。森林所有者の意

向調査、森林の経営管理権集積計画の策定及びそれに伴う各種措置、共有者不

明森林の探索、所有者不明森林の探索、確知所有者不同意森林に対する各種の

措置、森林の経営管理実施権配分計画の策定とそれに伴う各種措置、災害等防

止措置命令制度の運用、市町村森林経営管理事業の実施、等々であり、このほ

とんど全てが今回の法案による新規の役割である。
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Q このような役割を市町村は果たすことができるのか。

A 本来、市町村は地域政策が本務であり、産業政策としての林業に関しては森

林組合等に依存してきた。それゆえ、今回の法案で上記のような新たな役割を

付与しても、おそらく全国の市町村で対応できるところはきわめて少数であろ

う。非常に無理のある制度設計ということができる。

5．このような制度設計は機能するのか

Q 森林所有者、素材生産業者等、市町村のそれぞれにたいへんな無理をさせて

大量の木材を安価に供給させようというきわめて強引な制度設計となっている

が、実効性はあるのか。

A 森林所有者に対しては、立木販売権の引き渡しに同意しない者に対して、憲

法違反の疑いが強い「確知所有者不同意森林」制度、「災害等防止措置命令」制

度を新設した。これらは、不同意の所有者に対する「恫喝」「脅迫」の道具とし

て使用されると思われる（実際に発動すると、裁判となった場合、市町村側の

敗訴となる可能性が高い）。しかしながら、森林所有者でこのような「恫喝」等

に抵抗できる人はあまり多くはないと想定される。

林業経営者（素材生産業者等）に対しては、きわめて手厚い優遇策が網羅さ

れており、行政支援が集中される。

市町村に対しては、新たな森林環境税（仮称）だけでなく、都道府県による

「代替執行」の制度も用意されている。

以上からすると、国が本気でこの仕組みを機能させようとした場合、道具立

てはかなり整っているということができる。

Ⅲ 真の「目的」が達成されるとどのようなことになるのか

最近林野庁が示した「森林・林業改革の推進について」（2018年 4月）では、

10年後まで、新たに毎年約 9万 ha を増伐し、それにより、1,300 万 m3を増産

し、合計で年間 2,800万 m3（2015年実績 1,500万 m3）の木材を供給するとして

いる。

Q このように大量の木材が市場に供給されるとどのようなことになるのか。

A 現状でも低い木材価格が、さらに安くなる可能性がきわめて高い。近年、木

材の輸出が急増しているとして国は評価しているが、これは国産材価格が輸出

可能な水準まで低落した結果である。丸太を中国に輸出して、そこで加工され

てアメリカへ輸出されている事態を決して喜ぶわけにはいかない。
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木材価格が現状よりさらに下落すると、森林所有者の取り分がなくなるだけ

でなく、林業経営者（素材生産業者等）の経営も成り立たなくなる。川下の大

型木材産業は、山元が崩壊しない程度に木材価格を操作することになる。その

結果、林業経営者（素材生産業者等）は、ギリギリの経営を余儀なくされるこ

とになり、山の管理の粗放化に結果することになる。

Q 労働力の確保は可能なのか。

A 9万 haを増伐し、再造林・保育するために必要な労働力について、大雑把な

試算をしてみると、伐出作業者については、1,300 万 m3 を増伐するとして、1

日 1人当たり 10m3前後を伐出すると仮定すれば、概ね 5―6千人前後の新たな

それなりの技術水準を持つ作業者が必要となる。造林関係でも新たに 1万人か

ら 1万 5千人が必要となる。現在、林業就業者は 5万人前後であり、これほど

の労働力需要増加に対応できる可能性はきわめて低い。

Ⅳ 「森林環境税（仮称）」との関係はどのようになっているのか

来年度より「森林環境譲与税（仮称）」が先行的に導入される計画である。

Q 今回の法案と「森林環境税（仮称）」とはどのような関係にあるのか。

A 今回の法案は、林野庁の「新たな森林管理システム」（平成 29年 9月）に基

づいている。この「新たな森林管理システム」は、①林野庁の「森林・林業基

本計画」（平成 28年）で示された方向、②平成 29年度与党「税制改正大綱」に

おける「森林環境税（仮称）」創設の方向性、③本省、官邸からの「林業の成長

産業化」への強い圧力、を背景にして作成されたものである。

そして、同法案の第 3章第 33条で「市町村森林経営管理事業」を創設し、そ

の原資に「森林環境税（仮称）」を組み込むとの制度設計を行うことにより、「森

林環境税（仮称）」が、「新たな森林管理システム」の中に取り込まれることに

なった。

Q 「森林環境譲与税（仮称）」の使途はどうなっているのか。

A 「森林環境譲与税（仮称）」の使途については、与党平成 30年度「税制改正

大綱」において、「森林環境譲与税（仮称）については、法令上使途を定め、市

町村が行う間伐や人材育成・担い手の確保、木材利用の促進や普及啓発等の森

林整備及びその促進に関する費用並びに都道府県が行う市町村による森林整備

に対する支援等に関する費用に充てなければならない」としている。現在は、

これ以上詳しいことはまだ分かっていない。
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Q このようなことで問題はないのか。

A 「森林環境税（仮称）」「森林環境譲与税（仮称）」は、未曾有の国難である

東日本大震災対策の後を受けて発足するもので、このような時期に国民に増税

を迫るたいへん重大な案件である。徴税の仕方や使途について、国民への説明

責任はきわめて重い。

徴税においては家計のみに負担させ企業等を外すといった問題がある。ただ、

ここでは使途についての問題に焦点を絞ると、①使途の原案を作成するのが、

林野庁になること、②結局、林野庁予算の補完となってしまうこと、といった

ことを指摘できる。林野庁は現在、産業官庁の性格を強めており、その産業政

策の実施にこれまでの予算を全面投入し、その穴埋めに「森林環境税（仮称）」

が従属的に使われる可能性が高い。

Q では「森林環境税（仮称）」はどのように使われるべきか。

A 市町村へ配分されるのは正しい。ところで、市町村は基本的に産業政策では

なく、地域政策を担っている。今回の法案は、市町村を林業の産業政策の手先

として使おうとの魂胆だが、市町村はしっかりと森林を生かす地域政策の原資

として位置づけ、使用することが望ましい。そのような意味では、森林環境譲

与税の使途としては、ヨーロッパ型の条件不利地域政策を山村側が導入する原

資とすることが一法である。森林をきちんと管理する人材を地域に定住させる

ことが税のもっとも目的に沿った使途になると思われる。

また、今回の森林環境税はその大部分を都市部の人達から徴税することにな

る。そのため、都市部住民が森林生態系の多面的サービスを享受できる体制を

山村側が構築することも大義名分が立つ使途といえる。森林環境税は様々な立

場の税負担者の合意を得られるものでなければならない。

Ⅴ 国有林野への波及について

今回の法案は、民有林が対象となっているが、1年後には、国有林野を対象と

して新たな仕組みの導入が計画されている。

Q どのような方向を目指しているのか。

A 国有林への「民間活力の導入」がうたい文句となって、「民間事業者が製材

工場等の整備による新たな木材需要の拡大や生産性向上等の取組を行いつつ、

国有林の一定の区域において継続的に使用収益を行う権利を得て、長期・大ロ

ットで木材の伐採・販売を行えるような仕組みを検討」するとのことである。
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具体的には、民間事業者が国有林内の一定区域で継続的に使用収益を行う権

利を取得できるようにするもので、まず 10年以上、数千 ha、数万 m3の規模か

ら始めるようである。

Q どのように評価するのか。

A 「国民の森林」である国有林は、現在の「管理経営基本計画」において、①

公益重視の管理経営の一層の推進、②森林・林業再生に向けた取組、③「国民

の森林」としての管理経営、地域振興への寄与等、を掲げて管理経営している。

このようななかで、今般の「民間活力の導入」は、②の林業再生に向けた取組

に特化しているといえ、川下の大型林産企業への木材大量安定供給体制構築に

国有林も全面的に組み込まれていく方向が明らかになりつつあるのである。

現在でも、国有林野事業は約 1兆 3千億円の債務返済を迫られて昨年度は、

149億円を返済している。森林資源の蓄積状況は、民有林より既に低くなってい

る。そのような状況の国有林に対してさらに大規模な皆伐を導入しようとして

いるわけである。

公益重視、「国民の森林」としての管理経営、地域振興への寄与、などの面が

具体的に国民の目に明らかになっていないのに対して、木材生産だけがきわめ

て具体化してきたのが現状といえる。大いに危惧されるところである。

以上


